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し、一人ひとりの多様な幸せや社会全体の幸せともいうべきウェルビーイング
（well-being）＊の理念の実現により、多様性と包摂性のある持続可能な社会をめざす
ことが重要です。 
　全国学力・学習状況調査の結果を見ると、本市の子どもの自己肯定感は年々増加傾
向にあるものの、小学校では6.3％、中学校では7.2％の子どもが「自分にはよいところ
があると思わない」と回答しています【図表１、２】。また「将来の夢や目標を持っていま
すか」という項目については、「当てはまる」、「どちらかといえば当てはまる」と回答した
割合は小学生、中学生ともに全国平均よりも低くなっています【図表３】。
　本市では、子どもたちのキャリア発達＊（社会の中で自分の役割を果たしながら、自
分らしい生き方を実現していく過程）を促すために、すべての市立学校で「キャリア在
り方生き方教育」を推進しています。引き続き、各学校の実情に応じて、子どもたちに、
社会的自立に向けて必要な能力や態度とともに、共生・協働の精神を計画的・系統的に
育てる教育が求められています。 

「キャリア在り方生き方ノート」
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第３期実施計画期間の取組 5

　子どもたちが将来に対する夢や希望を持ち、将来の社会的自立に必要な能力や態度
とともに共生・協働の精神を培う教育の実践が求められています。本市では、これを
「キャリア在り方生き方教育」として第１期実施計画から重点施策として位置づけ、すべ
ての学校で取り組んできました。今後も、日々の学習活動を通じて子どもたちの自己肯
定感を高め、学ぶ意欲、人と関わる力、社会に参画する資質・能力を小学校段階から計
画的・系統的に育んでいきます。 

　人工知能（AI）、ビッグデータ、IoT、ロボティクス等の先端技術が高度化し、あら
ゆる産業や社会生活に取り入れられたSociety5.0時代が到来しつつあるととも
に、社会の在り方そのものがこれまでとは「非連続」といえるほど劇的に変化し続
ける状況があります。また、新型コロナウイルス感染症の影響が長期にわたり、安
全な環境において子どもたちの学びを保障することで、子どもたちが自らの夢を実
現できるようにすることが求められています。さらに、貧困、紛争、気候変動など、
数多くの国際的な課題に対し、SDGsの達成に向けた取組も重要となっています。
このように、今日の子ども・若者が生きる社会は、ますます将来の予測が困難な状
況になっています。これまでも、変化に十分対応できず、学校から社会への移行が
円滑に行われていない子ども・若者の実態について、コミュニケーション能力や自
己肯定感の不足、他者への配慮の不足といった原因が指摘されています。将来、社
会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力や、社会の形成に主体的に
参画するための資質・能力として、チームワークやストレスマネジメント能力、また、
学ぶこと・働くことの意義や役割の理解など、基礎的・汎用的な能力を育成する必
要があります。
　「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出
す、個別最適な学び＊と、協働的な学び＊の実現～（令和３（2021）年１月中央教育
審議会答申）では、「一人一人の児童生徒が、自分のよさや可能性を認識するととも
に、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しながら、さま
ざまな社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社会の創り手と
なることができるよう、その資質・能力を育成することが求められている」としてい
ます。子どもたちが自分の価値を認識しながら、他者の価値も尊重する意識を醸成

○ 現状と課題 ○ 
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※参考指標「共生・協働の精神」は、出典元の調査において設問がなくなったため記載はありません。

　「キャリア在り方生き方教育」をすべての学校で計画的に推進し、すべての子ど
もに、社会で自立して生きていくための資質・能力や態度とともに、共生・協働の精
神を育みます。

○ 政策目標 ○ 

○ 参考指標 ○ 

「自分にはよいところがあると思う、
どちらかといえばそう思う」と回答し
た児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

指標名 指標の説明 実績値
（R３（2021））

目標値
（R３（2021））

目標値
（R7（2025））

自己肯定感 
小６ 79.1％
中３ 76.4%

小６ 82.0％
中３ 74.0%
　　　 以上

小６ 83.0％
中３ 77.0%
　　　 以上

「将来の夢や目標を持っている、どち
らかといえば持っている」と回答した
児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

将来に関する意識
小６ 77.3％
中３ 65.2%

小６ 86.0％
中３ 69.0%
　　　 以上

小６ 90.0％
中３ 75.0%
　　　 以上

「人の役に立つ人間になりたいと思
う、どちらかといえば思う」と回答し
た児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

自己有用感 
小６ 96.0％
中３ 94.6％

小６ 94.0％
中３ 92.0％
　　　 以上

小６ 97.0％
中３ 95.0％
　　　 以上

「難しいことでも、失敗を恐れないで
挑戦している、どちらかといえば挑戦
している」と回答した児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

チャレンジ精神 
小６ 73.0％
中３ 66.0％

小６ 81.0％
中３ 74.0％
　　　 以上

小６ 82.0％
中３ 75.0％
　　　 以上

「難しいことでも、失敗を恐れないで
挑戦している、どちらかといえば挑戦
している」と回答した児童生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】

チャレンジ精神
【第３期から設定】

小５ 79.8％
中２ 64.8％ ー

小５ 82.0％
中２ 75.0％
　　　 以上

「地域や社会をよりよくするために何
をすべきか考えることがある、どちら
かといえばある」と回答した児童生徒
の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

社会参画に関する
意識

小６ 54.2％
中３ 39.5％

小６ 44.0％
中３ 31.0％
　　　 以上

小６ 56.0％
中３ 40.0％
　　　 以上

「学級みんなで協力して何かをやり遂
げ、うれしかったことがある、どちら
かといえばある」と回答した児童生徒
の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

共生・協働の精神 ー※ ー※
小６ 90.0％
中３ 85.0％
　　　 以上

図表１「自分には、よいところがあると思いますか」という質問に対する
　　　 児童の回答の割合（小学校６年生）

35.9H26

H29

R3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

42.5 15.3 6.2

41.3 38.6 14.2 5.8

38.9 40.2 14.5 6.3

当てはまる どちらかといえば当てはまる どちらかといえば当てはまらない 当てはまらない

図表２「自分には、よいところがあると思いますか」という質問に
　　　 対する生徒の回答の割合（中学校３年生）
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図表３「将来の夢や目標を持っていますか」という質問で「当てはまる」、 
　　　「どちらかといえば当てはまる」と回答した割合 

小学校６年生 中学校３年生

資料：全国学力・学習状況調査

資料：全国学力・学習状況調査

資料：全国学力・学習状況調査
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コラム 【キャリア在り方生き方教育とは】 

　一人ひとりの将来の社会的自立に向け、必要な能力や態度を育てる教育です。
　社会の一員としての役割を果たすとともに、それぞれの個性、持ち味を最大限発揮し
ながら、自立して生きていくために必要な能力や態度を育てる教育であり、子どもたち
の社会的自立や共生・協働の精神を培う視点から、各学校における教育活動を幅広く見
直し、これまでの取組を価値づけ、改革していくた
めの理念です。
　一般の「キャリア教育」に、共生・協働の精神を培
うという視点と、郷土を愛し、将来のふるさと川崎
の担い手を育成する視点を加え、本市では「キャリ
ア在り方生き方教育」と名づけています。 キャリア・パスポートを活用し学ぶ様子

・教職員が「キャリア在り方生き方ノート」及び「キャリア・パスポート」を効果的に活用で
きるよう研修を行うなど、実践に向けた支援を行い、児童生徒が主体的に学びに向かう
力が身につくよう取組を進めていきます。

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●広報等による保護者等への理解促進
・リーフレットの作
成・配布

継続実施

●研究推進校での研究結果等を活かした、キャリア在り方生き方教育の推進

情報交換会:３回
研究推進校報告会:
１回

・情報交換会、研究
推進校報告会の開
催

○ 情報交換会、研究推進校報告会の開催

・推進校への研究
支援

○研究推進校への現代的諸課題に対応したカリキュラム・マネジメントの研究支援

●「キャリア在り方生き方ノート」及び「キャリア・パスポート」を活用した取組の推進

・小・中学校・高等
学校への配布・活
用

継続実施
○ 「キャリア在り方生き方ノート」及び「キャリア・パスポート」の配布・活用

・検討結果に基づ
く取組の推進

・ICTを活用したポ
ートフォリオ作成
の検討

○ ICTを活用したポートフォリオの作成・活用

●各学校におけるカリキュラム・マネジメントに基づいた教育活動の充実

・全校実施（H28か
ら）

・各学校における
取組の実施

事業推進
○ キャリア在り方生き方教育の実施

・各学校における
取組の調査

・実践事例集の作
成・配布

・各学校における
取組の推進

○ 多様性を尊重する教育の計画的・系統的な推進に向けた支援

研修実施回数 :３回 ・担当者研修の実施
○ 担当者研修の実施

★キャリア在り方生き方
教育推進事業

将来の社会的自立に必要な能
力や態度を育む教育を全校で
より効果的に実践するため、啓
発資料の配布や研修により、
「キャリア在り方生き方教育」
についての理解を深めるとと
もに、指導体制の構築や、家庭
との連携を図ります。

　社会のさまざまな領域において急激な構造変化が進み、産業・経済の変容は雇用形
態の多様化や流動化にもつながっています。就職・進学を問わず子どもたちのキャリア
形成をめぐる環境が大きく変化し、社会的・職業的自立に向けて必要な資質・能力や態
度を育てるキャリア教育のさらなる充実が求められています。
　平成28（2016）年度からすべての市立学校で実施している「キャリア在り方生き方
教育」は、子どもたちの社会的自立や共生・協働の精神を培う視点から、各学校におけ
る教育活動を幅広く見直し、これまでの取組を価値づけ、改革していくための理念であ
り、子どもたちの自立に必要な能力や態度を育てる教育です。
　小学校からの系統的な取組を通して「自分をつくる」、「みんな一緒に生きている」、
「わたしたちのまち川崎」の３つの視点で、「学ぶこと、働くこと、生きることの尊さを実
感し、学ぶ意欲をもった人材」、「共生・協働の精神をもち、共生社会を実現していく人
材」、「心のよりどころとしてのふるさと川崎への愛着をもち、将来の川崎の担い手とな
る人材」を育成していきます。そのため、特別活動を要としつつ「かわさき共生＊共育プ
ログラム＊」など既に各学校で実践されている取組と教科等の学習活動を相互に結び
つけ、カリキュラム・マネジメントの充実を図り、引き続き、すべての教育活動を通じて
「キャリア在り方生き方教育」を推進していきます。
　あわせて、急激な社会・産業構造の変化の中でも、子どもたち一人ひとりが将来直面
するであろう現代的な諸課題に、柔軟かつたくましく対応できる力を育て、自信を持っ
て可能性に挑戦することができるよう、将来の生活や社会と関連付けながら、 「キャリ
ア発達」の見通しを持ったり、振り返ったりする機会を設けていきます。
　また、子どもたちにとっては、1日の生活の大半を過ごす「学校」が身近な「社会」であ
り、「学校」を通じて「社会」を理解する取組の充実を行い、社会的自立と社会参画の力
を育みます。 

・教育プランの基本目標である「自主・自立」「共生・協働」の実現に向けた「キャリア在り 
方生き方教育」を推進していきます。
・学びの過程を記述し振り返ることができるポートフォリオとしての機能を持つ教材とし
て「キャリア・パスポート＊」を活用し、小学校から高等学校までの計画的・系統的な「キ
ャリア在り方生き方教育」のさらなる充実に向けた取組を進めていきます。
・各学校が児童生徒に身につけさせたい資質・能力を明確にして、その実現に必要な教育
活動を見直し、現代的諸課題であるSDGｓや、かわさきパラムーブメント＊等の視点も取
り入れながら、カリキュラム・マネジメントの充実が図られるよう、教職員研修など学校
への支援を行っていきます。

施策１．キャリア在り方生き方教育の推進
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コラム 【キャリア在り方生き方教育とは】 

　一人ひとりの将来の社会的自立に向け、必要な能力や態度を育てる教育です。
　社会の一員としての役割を果たすとともに、それぞれの個性、持ち味を最大限発揮し
ながら、自立して生きていくために必要な能力や態度を育てる教育であり、子どもたち
の社会的自立や共生・協働の精神を培う視点から、各学校における教育活動を幅広く見
直し、これまでの取組を価値づけ、改革していくた
めの理念です。
　一般の「キャリア教育」に、共生・協働の精神を培
うという視点と、郷土を愛し、将来のふるさと川崎
の担い手を育成する視点を加え、本市では「キャリ
ア在り方生き方教育」と名づけています。 キャリア・パスポートを活用し学ぶ様子

・教職員が「キャリア在り方生き方ノート」及び「キャリア・パスポート」を効果的に活用で
きるよう研修を行うなど、実践に向けた支援を行い、児童生徒が主体的に学びに向かう
力が身につくよう取組を進めていきます。

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●広報等による保護者等への理解促進
・リーフレットの作
成・配布

継続実施

●研究推進校での研究結果等を活かした、キャリア在り方生き方教育の推進

情報交換会:３回
研究推進校報告会:
１回

・情報交換会、研究
推進校報告会の開
催

○ 情報交換会、研究推進校報告会の開催

・推進校への研究
支援

○研究推進校への現代的諸課題に対応したカリキュラム・マネジメントの研究支援

●「キャリア在り方生き方ノート」及び「キャリア・パスポート」を活用した取組の推進

・小・中学校・高等
学校への配布・活
用

継続実施
○ 「キャリア在り方生き方ノート」及び「キャリア・パスポート」の配布・活用

・検討結果に基づ
く取組の推進

・ICTを活用したポ
ートフォリオ作成
の検討

○ ICTを活用したポートフォリオの作成・活用

●各学校におけるカリキュラム・マネジメントに基づいた教育活動の充実

・全校実施（H28か
ら）

・各学校における
取組の実施

事業推進
○ キャリア在り方生き方教育の実施

・各学校における
取組の調査

・実践事例集の作
成・配布

・各学校における
取組の推進

○ 多様性を尊重する教育の計画的・系統的な推進に向けた支援

研修実施回数 :３回 ・担当者研修の実施
○ 担当者研修の実施

★キャリア在り方生き方
教育推進事業

将来の社会的自立に必要な能
力や態度を育む教育を全校で
より効果的に実践するため、啓
発資料の配布や研修により、
「キャリア在り方生き方教育」
についての理解を深めるとと
もに、指導体制の構築や、家庭
との連携を図ります。
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つながるものと考えています。選挙権年齢の引き下げを機に、これまで以上に、子ども
たちに国家・社会の形成者としての意識を醸成することが求められており、すべての校
種において発達段階に応じた、主権者教育の充実が必要です。
　「豊かな心」の育成については、子どもたちの規範意識、自尊感情、他者への思いや
り、主体的に判断し適切に行動する力などを育むため、想像力の育成につながる読書
活動や、深く考え、議論する道徳教育、すべての教育活動を通じて行われる人権尊重教
育の充実が必要です。 
　「かわさきパラムーブメント」では、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会
を契機として「人々の意識や社会環境のバリアを取り除き、誰もが社会参加できる環境
を創出」しようと取り組んでいます。「かわさきパラムーブメント」の取組を未来へ残して
いくには、将来を担う子どもが、障害や人種、LGBTなどをはじめとするいわゆる社会的
マイノリティに対して、正しく理解し行動できるようにしていくことが重要と位置づけ
てきました。学校の教育活動全体で行われる道徳教育の一環として、各教科や特別活
動等のさまざまな教育活動における、「心のバリアフリー」に関する理解を深めるため
の指導等を継続していきます。「かわさきパラムーブメント」がめざす「誰もが自分らしく
暮らし、自己実現を目指せる地域づくり」の実現に向け、多様性を尊重する社会の担い
手を育む教育を、引き続き、計画的・系統的に行っていく必要があります。
　「健やかな心身」の育成については、偏った栄養摂取や朝食の欠食などの食生活の乱
れや肥満・痩身等の課題が挙げられることから、学校保健活動、学校給食、食育の充実
により、現代的な健康課題等に対応し、子どもの心身の健康の保持・増進を図ることが
重要です。
　本市では、平成29（2017）年12月から中学校完全給食を全校で実施しており、児童
生徒の健全な身体を育むため、小中９年間を通じた体系的・計画的な食育を引き続き
推進していく必要があります。
　また、令和３（2021）年１月の中央教育審議会答申において、めざすべき「令和の日
本型学校教育」の姿は「全ての子供たちの可能性を引き出す、『個別最適な学び』と『協
働的な学び』の実現」とされています。そのためには、今後、さまざまな形で蓄積されて
いくスタディ・ログ＊を効果的に活用していくことが重要です。さらに、災害や感染症等
による臨時休業等の緊急時においても、GIGAスクール構想で整備されたICT環境を
活かして、自宅等でICT端末による学習を継続することで、子どもたちの学習を保障す
ることが求められています。
　高等学校では、令和４（2022）年度から新しい高等学校学習指導要領が年次進
行で実施されることから、すでに先行実施している「総合的な探究の時間」の取組も
さらに充実させながら、各学校の特色を活かした多様な学習ニーズに対応する教育

基本政策Ⅱ 学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす  

　変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちが、誰もが自分らしく生き、共に支
え合う未来をつくり出していくために必要な資質・能力を確実に育む学校教育の実現
が求められています。社会において自立的に生きるために必要な「生きる力」とは何か、
どのように学ぶかを学校と保護者・地域を含めた幅広い主体と共有しながら、「確かな
学力」「豊かな心」「健やかな心身」をバランスよく育てていきます。

　基礎的な知識の習得や技能の向上はもとより、子どもたちが自ら学び、課題を見つ
け、主体的に判断し、課題解決のために他者と協力する資質や能力を伸ばしていくため
には、学校のみならず、地域や家庭と連携・協力した取組を計画的に進め、「確かな学
力」を育成していく必要があります。
　令和３（2021）年度の全国学力・学習状況調査の結果を見ると、教科に関する調査
において本市の平均正答率は、全国平均と比較すると若干上回っている結果となってい
ます。また、同年度の市学習状況調査における授業の理解度では、小学校５年生の
90.1%、中学校２年生の79.6%（各対象科目の平均値）が「わかる、どちらかといえばわ
かる」と回答しています【図表４】。
　社会の変化が加速度を増し、複雑で予測困難となっている時代背景を踏まえ、新学
習指導要領では、育成をめざす資質・能力を「知識及び技能」、「思考力、判断力、表現力
等」、「学びに向かう力、人間性等」の３つの柱に整理しています。
　新学習指導要領では、「よりよい学校教育を通してよりよい社会を創る」という理念
を学校と社会とが共有し、身に付けるべき資質・能力を明確にしながら、社会との連携
及び協働により、その実現を図る「社会に開かれた教育課程」を重視しています。
　また、教育活動の質を向上させ、学習の効果の最大化を図るために教育課程の充実
に向けて「カリキュラム・マネジメントの確立」が求められており、各教科等の指導に当
たっては、資質・能力がバランスよく育成されるよう、児童生徒の「主体的・対話的で深
い学び」の実現に向けた授業改善を進めることが必要です。
　全国学力・学習状況調査の結果を見ると、「あなたの学級では学級生活をよりよ
くするために学級会（中学校：学級活動）で話し合い、互いの意見のよさを生かして
解決方法を決めていますか」という質問で肯定的な回答をした本市の児童生徒の
割合は、小学校６年生で77.4%、中学校３年生で79.4%となっており、全国よりも
高い割合を示しています【図表５】。本市では、子どもたちが互いに論じたり語り
合ったり、自らの意思で行動したりする姿は、主体的な社会参画の姿勢を育むことに

○ 現状と課題 ○ 
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つながるものと考えています。選挙権年齢の引き下げを機に、これまで以上に、子ども
たちに国家・社会の形成者としての意識を醸成することが求められており、すべての校
種において発達段階に応じた、主権者教育の充実が必要です。
　「豊かな心」の育成については、子どもたちの規範意識、自尊感情、他者への思いや
り、主体的に判断し適切に行動する力などを育むため、想像力の育成につながる読書
活動や、深く考え、議論する道徳教育、すべての教育活動を通じて行われる人権尊重教
育の充実が必要です。 
　「かわさきパラムーブメント」では、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会
を契機として「人々の意識や社会環境のバリアを取り除き、誰もが社会参加できる環境
を創出」しようと取り組んでいます。「かわさきパラムーブメント」の取組を未来へ残して
いくには、将来を担う子どもが、障害や人種、LGBTなどをはじめとするいわゆる社会的
マイノリティに対して、正しく理解し行動できるようにしていくことが重要と位置づけ
てきました。学校の教育活動全体で行われる道徳教育の一環として、各教科や特別活
動等のさまざまな教育活動における、「心のバリアフリー」に関する理解を深めるため
の指導等を継続していきます。「かわさきパラムーブメント」がめざす「誰もが自分らしく
暮らし、自己実現を目指せる地域づくり」の実現に向け、多様性を尊重する社会の担い
手を育む教育を、引き続き、計画的・系統的に行っていく必要があります。
　「健やかな心身」の育成については、偏った栄養摂取や朝食の欠食などの食生活の乱
れや肥満・痩身等の課題が挙げられることから、学校保健活動、学校給食、食育の充実
により、現代的な健康課題等に対応し、子どもの心身の健康の保持・増進を図ることが
重要です。
　本市では、平成29（2017）年12月から中学校完全給食を全校で実施しており、児童
生徒の健全な身体を育むため、小中９年間を通じた体系的・計画的な食育を引き続き
推進していく必要があります。
　また、令和３（2021）年１月の中央教育審議会答申において、めざすべき「令和の日
本型学校教育」の姿は「全ての子供たちの可能性を引き出す、『個別最適な学び』と『協
働的な学び』の実現」とされています。そのためには、今後、さまざまな形で蓄積されて
いくスタディ・ログ＊を効果的に活用していくことが重要です。さらに、災害や感染症等
による臨時休業等の緊急時においても、GIGAスクール構想で整備されたICT環境を
活かして、自宅等でICT端末による学習を継続することで、子どもたちの学習を保障す
ることが求められています。
　高等学校では、令和４（2022）年度から新しい高等学校学習指導要領が年次進
行で実施されることから、すでに先行実施している「総合的な探究の時間」の取組も
さらに充実させながら、各学校の特色を活かした多様な学習ニーズに対応する教育
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　子どもたちの学ぶ意欲を高め、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな心身」をバラ
ンスよく育み、将来の予測が難しい社会を生き抜くために必要な「生きる力」を確
実に身につけることをめざします。

○ 政策目標 ○ 

○ 参考指標 ○ 

「授業がわかる、どちらかといえばわ
かる」と回答した児童生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】

指標名 指標の説明 実績値
（Ｒ３（2021））

目標値
（Ｒ３（2021））

目標値
（Ｒ７（2025））

授業の理解度 
小５  90.1%
中２  79.6%

小５  93.0％
中２  80.0%
　　　　以上 

小５  94.0％
中２  82.0%
　　　以上 

「学習がすきだ、どちらかといえばす
き」と回答した児童生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】 

授業の好感度
小５ 75.4%
中２ 64.8%

小５ 80.0%
中２ 65.0%
　　　　以上 

小５ 81.0%
中２ 67.0%
　　　 以上 

「道で外国人に英語で話しかけられた
とき、何とか英語で話そうとする」と
回答した生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】

英語によるコミュ
ニケーションへの
積極性 

中２ 81.8% 中２ 84.0%
　　　　以上 

中２ 85.0%
　　　　以上 

「人が困っているときは、進んで助け
ている、どちらかといえば助けてい
る」と回答した児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

規範意識 
小６ 90.5%
中３ 90.4%

小６ 88.0％
中３ 87.0％ 
　　　　以上 

小６ 91.0％
中３ 91.0％ 
　　　 以上 

「授業で学んだことは、将来、社会に出
たときに、役に立つ、どちらかといえ
ば役に立つ」と回答した児童生徒の
割合
【出典：川崎市学習状況調査】 

授業の有用度 
小５ 92.4%
中２ 81.0%

小５ 96.0％
中２ 79.0%
　　　　以上 

小５ 97.0％
中２ 85.0% 
　　　以上 

体力テストの結果（神奈川県の平均値
（体力合計点）を100とした際の本市
の割合）
【出典：全国体力・運動能力、運動習慣
等調査＊】

子どもの体力の
状況 

小５（男） 99.9%
小５（女） 99.8%
中２（男） 94.5%
中２（女） 96.3%

小５（男） 101%
小５（女） 101%
中２（男） 100%
中２（女） 100%
　　　　 　以上 

小５（男） 102%
小５（女） 102%
中２（男） 100%
中２（女） 100%
　　　　　以上 

残食率の高さや栄養の観点から重点
５項目とする品目の残食率
・小学校（白米、変わり飯、卵類、
　　　　豆製品、藻類）
・中学校（白米、変わり飯、豆類、
　　　　野菜類、藻類）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

学校給食の残食率
【第３期から設定】

（白米）
小  6.1%
中21.2%
（変わり飯）
小  7.0%
中13.3%
（卵類）
小  7.3%
（豆製品）
小 7.0%
（豆類）
中15.1%
（野菜類）
中15.9%
（藻類）
小  7.6%
中17.2%
（R２）

ー

（白米）
小 5.46%以下
中 12.3%以下
（変わり飯）
小 5.41% 以下
中 9.24% 以下
（卵類）

小 4.50% 以下
（豆製品）
小 4.95% 以下
（豆類）

中11.29%以下
（野菜類）
中 10.5% 以下
（藻類）

小 5.04% 以下
中11.08%以下

育活動を実施し、魅力ある市立高等学校づくりに向けた取組を推進していく必要があり
ます。

図表４「授業がわかる」、「どちらかといえばわかる」と回答した 
　　　 児童生徒の割合

小学校5年生
中学校2年生

H26
88.3
73.4

H29
90.9
77.2

R3
90.1
79.6

95
90
85
80
75
70
65
60
55
50

(%)

資料：川崎市学習状況調査

※小学生：国語、算数の平均
　中学生：国語、数学、理科、社会、英語の平均

図表５ 「学級生活をよりよくするために学級会（中学校：学級活動）で話し合い、 
　　　 互いの意見のよさを生かして解決方法を決めている」、「どちらかといえ
　　　 ば決めている」と回答した児童生徒の割合（令和３年度） 

川崎市
全国

小学校6年生
77.4
73.4

中学校3年生
79.4
73.9

80

79

78

77

76

75

74

73

72

71

70

(%)

資料：全国学力・学習状況調査
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　子どもたちの学ぶ意欲を高め、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな心身」をバラ
ンスよく育み、将来の予測が難しい社会を生き抜くために必要な「生きる力」を確
実に身につけることをめざします。

○ 政策目標 ○ 

○ 参考指標 ○ 

「授業がわかる、どちらかといえばわ
かる」と回答した児童生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】

指標名 指標の説明 実績値
（Ｒ３（2021））

目標値
（Ｒ３（2021））

目標値
（Ｒ７（2025））

授業の理解度 
小５  90.1%
中２  79.6%

小５  93.0％
中２  80.0%
　　　　以上 

小５  94.0％
中２  82.0%
　　　以上 

「学習がすきだ、どちらかといえばす
き」と回答した児童生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】 

授業の好感度
小５ 75.4%
中２ 64.8%

小５ 80.0%
中２ 65.0%
　　　　以上 

小５ 81.0%
中２ 67.0%
　　　 以上 

「道で外国人に英語で話しかけられた
とき、何とか英語で話そうとする」と
回答した生徒の割合
【出典：川崎市学習状況調査】

英語によるコミュ
ニケーションへの
積極性 

中２ 81.8% 中２ 84.0%
　　　　以上 

中２ 85.0%
　　　　以上 

「人が困っているときは、進んで助け
ている、どちらかといえば助けてい
る」と回答した児童生徒の割合
【出典：全国学力・学習状況調査】

規範意識 
小６ 90.5%
中３ 90.4%

小６ 88.0％
中３ 87.0％ 
　　　　以上 

小６ 91.0％
中３ 91.0％ 
　　　 以上 

「授業で学んだことは、将来、社会に出
たときに、役に立つ、どちらかといえ
ば役に立つ」と回答した児童生徒の
割合
【出典：川崎市学習状況調査】 

授業の有用度 
小５ 92.4%
中２ 81.0%

小５ 96.0％
中２ 79.0%
　　　　以上 

小５ 97.0％
中２ 85.0% 
　　　以上 

体力テストの結果（神奈川県の平均値
（体力合計点）を100とした際の本市
の割合）
【出典：全国体力・運動能力、運動習慣
等調査＊】

子どもの体力の
状況 

小５（男） 99.9%
小５（女） 99.8%
中２（男） 94.5%
中２（女） 96.3%

小５（男） 101%
小５（女） 101%
中２（男） 100%
中２（女） 100%
　　　　 　以上 

小５（男） 102%
小５（女） 102%
中２（男） 100%
中２（女） 100%
　　　　　以上 

残食率の高さや栄養の観点から重点
５項目とする品目の残食率
・小学校（白米、変わり飯、卵類、
　　　　豆製品、藻類）
・中学校（白米、変わり飯、豆類、
　　　　野菜類、藻類）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

学校給食の残食率
【第３期から設定】

（白米）
小  6.1%
中21.2%
（変わり飯）
小  7.0%
中13.3%
（卵類）
小  7.3%
（豆製品）
小 7.0%
（豆類）
中15.1%
（野菜類）
中15.9%
（藻類）
小  7.6%
中17.2%
（R２）

ー

（白米）
小 5.46%以下
中 12.3%以下
（変わり飯）
小 5.41% 以下
中 9.24% 以下
（卵類）

小 4.50% 以下
（豆製品）
小 4.95% 以下
（豆類）

中11.29%以下
（野菜類）
中 10.5% 以下
（藻類）

小 5.04% 以下
中11.08%以下
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

★学力調査・授業改善研究
事業

★きめ細かな指導推進
事業

●GIGA端末導入や学習状況調査の効果を踏まえた有効な指導に向けた研究実践の推進
・各学校における
研究実践の推進

継続実施 事業推進

●実践事例集の活用による指導力の向上
・学習指導要領の
改訂内容に対応し
た実践事例集の作
成・配布

継続実施

●全国学力・学習状況調査の結果に基づく、各学校における授業改善の推進
○ 各学校における結果報告書の作成○ 各学校における結果報告書の作成
・報告書作成 継続実施

○ 数値目標の設定等による授業改善の推進○ 数値目標の設定等による授業改善の推進
・数値目標の設定
等による授業改善

・さらなる授業改
善の検討・実施

●研究成果を活かした、習熟の程度に応じた学習など、きめ細かな指導・学びの推進
○ 小中９年間を見通した算数・数学の習熟の程度に応じた指導の充実○ 小中９年間を見通した算数・数学の習熟の程度に応じた指導の充実
・研究の成果を活
かした取組の実施

継続実施

○ 手引き等を活用した取組の実施○ 手引き等を活用した取組の実施
・「きめ細かな指導
　実践編」を活用
した取組の実施
・映像教材などを
活用した取組の充
実
・学校の実情に応
じた取組の実施

継続実施

継続実施

・学校の実情に応
じた取組の充実

●市学習状況調査・市学習診断テストの実施及び結果の活用推進
○ 調査・テストの実施及び個票配布○ 調査・テストの実施及び個票配布
・市学習状況調査(
小５・中２)・市学習
診断テスト(中１・
中３)の実施

・調査・テストの実
施及び小４～中３
への対象学年の拡
充に向けた調査項
目・実施方法等の
検討
・モデル校（小２校、
中１校）での試行

・検討結果に基づ
く調査の全校実施

・調査の継続と結
果のフィードバック

事業推進

○ 「生活や学習に関するアンケート」調査の実施及び調査結果の活用○ 「生活や学習に関するアンケート」調査の実施及び調査結果の活用
・調査実施（小５、
中２）

・調査の実施及び
小４～中３への対
象学年の拡充に向
けた調査項目、実
施方法等の検討
・モデル校（小２校、
中１校）での試行

・検討結果に基づ
く調査の全校実施

・調査の継続と結
果のフィードバック

○ 調査結果を踏まえた授業改善や家庭学習・自主学習の支援○ 調査結果を踏まえた授業改善や家庭学習・自主学習の支援
・調査結果を踏ま
えた授業改善や家
庭学習・自主学習
の支援

継続実施

子どもたちの資質・能力の定
着状況を把握するために調査・
研究を行い、その結果を活用し
て、子どもたちが「分かる」を実
感できる授業づくりを推進し
ます。

習熟の程度に応じた、きめ細
かな指導の充実のために、より
有効な指導形態や指導方法に
ついて研究実践を進めます。

　「確かな学力」を育成するためには、「知識及び技能」「思考力、判断力、表現力等」を
バランスよく育み、主体的に学習に取り組む意欲を養うことが必要となります。本施策
では、すべての子どもが「分かる」ことをめざして、１人１台端末を最大限に活用しなが
ら、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的にした学習活動の充実を図っていき
ます。

施策１．確かな学力の育成

・これまで、小学校５年生と中学校２年生で実施してきた市学習状況調査の実施学年を
拡充し、そのデータを活用することで、教育活動の質を向上させ、学習効果の最大化を
図るカリキュラム・マネジメントの改善・充実に役立てます。
・探究的な学習や体験活動等を通じて、子ども同士、あるいは多様な他者と協働しなが
ら、さまざまな社会的な変化を乗り越え、持続可能な社会の創り手として必要となる資
質・能力を育成するために、教科横断的な学習活動の充実を図ります。
・スタディ・ログを分析することで、一人ひとりのつまずきや学習の遅れなど、子どもたち
の多様な学習状況に対して、よりきめ細かな対応を図るため、習熟の程度に応じた指
導、補充的な学習や発展的な学習など、個に応じた取組を推進します。
・急速なグローバル化の進展の中で、英語によるコミュニケーション能力の必要性が一
層高まっており、外国人とのコミュニケーションを積極的にとることのできる児童生徒
の育成に向けて、英語教育の充実を図ります。
・世界的なハイテク企業や研究開発機関が数多く立地する、国際的な先端産業・研究開
発拠点を擁する本市の強みを活かし、科学に対する子どもたちの興味・関心を一層高
め、魅力ある理科教育を展開します。
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

★学力調査・授業改善研究
事業

★きめ細かな指導推進
事業

●GIGA端末導入や学習状況調査の効果を踏まえた有効な指導に向けた研究実践の推進
・各学校における
研究実践の推進

継続実施 事業推進

●実践事例集の活用による指導力の向上
・学習指導要領の
改訂内容に対応し
た実践事例集の作
成・配布

継続実施

●全国学力・学習状況調査の結果に基づく、各学校における授業改善の推進
○ 各学校における結果報告書の作成○ 各学校における結果報告書の作成
・報告書作成 継続実施

○ 数値目標の設定等による授業改善の推進○ 数値目標の設定等による授業改善の推進
・数値目標の設定
等による授業改善

・さらなる授業改
善の検討・実施

●研究成果を活かした、習熟の程度に応じた学習など、きめ細かな指導・学びの推進
○ 小中９年間を見通した算数・数学の習熟の程度に応じた指導の充実○ 小中９年間を見通した算数・数学の習熟の程度に応じた指導の充実
・研究の成果を活
かした取組の実施

継続実施

○ 手引き等を活用した取組の実施○ 手引き等を活用した取組の実施
・「きめ細かな指導
　実践編」を活用
した取組の実施
・映像教材などを
活用した取組の充
実
・学校の実情に応
じた取組の実施

継続実施

継続実施

・学校の実情に応
じた取組の充実

●市学習状況調査・市学習診断テストの実施及び結果の活用推進
○ 調査・テストの実施及び個票配布○ 調査・テストの実施及び個票配布
・市学習状況調査(
小５・中２)・市学習
診断テスト(中１・
中３)の実施

・調査・テストの実
施及び小４～中３
への対象学年の拡
充に向けた調査項
目・実施方法等の
検討
・モデル校（小２校、
中１校）での試行

・検討結果に基づ
く調査の全校実施

・調査の継続と結
果のフィードバック

事業推進

○ 「生活や学習に関するアンケート」調査の実施及び調査結果の活用○ 「生活や学習に関するアンケート」調査の実施及び調査結果の活用
・調査実施（小５、
中２）

・調査の実施及び
小４～中３への対
象学年の拡充に向
けた調査項目、実
施方法等の検討
・モデル校（小２校、
中１校）での試行

・検討結果に基づ
く調査の全校実施

・調査の継続と結
果のフィードバック

○ 調査結果を踏まえた授業改善や家庭学習・自主学習の支援○ 調査結果を踏まえた授業改善や家庭学習・自主学習の支援
・調査結果を踏ま
えた授業改善や家
庭学習・自主学習
の支援

継続実施

子どもたちの資質・能力の定
着状況を把握するために調査・
研究を行い、その結果を活用し
て、子どもたちが「分かる」を実
感できる授業づくりを推進し
ます。

習熟の程度に応じた、きめ細
かな指導の充実のために、より
有効な指導形態や指導方法に
ついて研究実践を進めます。
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　「豊かな心」を育成するためには、自らを律しつつ、他者と協調し、他人を思いやる心
や感動する心、社会性、公共の精神などを育んでいく必要があります。子どもたちの健
やかな成長のため、読書活動、体験活動などを通して、道徳教育や人権尊重教育等の充
実を図り、豊かな人間性を育む取組を推進していきます。

・「特別の教科 道徳」において、答えが一つではない道徳的な課題を一人ひとりの子ども
が自分自身の問題と捉え、向き合うことができるよう「考え、議論する道徳」の推進を
図ります。また、学校教育全体を通して道徳性を養うことができるよう、各教科等との
関連を図りながら道徳教育を推進します。
・本に親しむことで、言葉や知識を学び、表現力や想像力を高め、人生をより豊かに生き
ていくことができるよう、学校司書等の配置を進めるとともに、図書担当教諭や図書
ボランティアの資質向上を図るための研修の実施など、子どもの読書環境の充実を図
ります。
・音楽の素晴らしさや楽しさを味わい、豊かな感性等を育むため、子どもが文化や芸術に
接する機会となるよう「子どものためのオーケストラ鑑賞」や「子どもの音楽の祭典」等
の取組を推進します。
・子どもの権利学習、多文化共生教育等をはじめとする人権学習に取り組むことにより、
他者との違いを認め、互いに尊重し合う意識や態度の育成、差別や偏見を生まない教
育の推進を図ります。また、障害者、外国につながりのある人、性的マイノリティなど、
多様な背景を持つ人々に対して、正しい理解の促進を図るとともに、自他のよさを認
め、一人ひとりの違いが豊かさとして響き合う人間関係を築くことができるよう、総合
的に人権尊重教育の推進を図ります。

施策２．豊かな心の育成
事務事業名

現状 事業内容・目標
令和3（2021）

年度
令和4（2022）

年度
令和5（2023）

年度
令和6（2024）

年度
令和7（2025）

年度
令和8（2026）
年度以降

英語教育推進事業

●ALTの配置・活用による英語教育の推進
配置数
小・中学校:107人
高等学校:6人

小・中学校:107人
高等学校:６人

・ALTの配置・活用
による取組の推進

●先端科学技術者の派遣授業の実施
派遣回数:16回 派遣回数:16回 派遣回数:16回 派遣回数:16回 派遣回数:16回

●文部科学省の中央研修等を活用した、英語教育推進リーダーの養成と活用
○ 英語教育推進リーダーの養成と活用
養成数（累計）:
24人

・英語教育推進リ
ーダーの活用

事業推進

理科教育推進事業 ●理科支援員配置による理科教育の推進
・全小学校に配置 ・理科支援員の継

続的な配置
事業推進

学校教育活動支援事業 ●教育活動サポーターの配置
・事業実施 継続実施

●小・中・特別支援学校における自然教室の実施（八ヶ岳少年自然の家等）
・事業実施 継続実施

●横浜国立大学と連携した中核的理科教員＊（CST）の養成及び活用の推進
○ CST養成プログラムの実施
CST養成数
（累計）:73人

CST養成数
(累計）:75人

CST養成数
（累計）:77人

CST養成数
(累計）:79人

CST養成数
(累計）:81人

○ CSTによる理科指導力向上のための教員研修の実施
CSTによる
研修数:４講座

CSTによる
研修数:４講座

CSTによる
研修数:４講座

CSTによる
研修数:４講座

CSTによる
研修数:４講座

○ 中学校、高等学校における各学校1名以上参加の外国語教育指導力向上研修の実施
・各学校１名以上参
加の研修の実施

継続実施

○ 小学校英語強化非常勤講師＊（ERT）の小学校への派遣
派遣回数:69校 ・事業終了(R5.3)

○ 小学校外国語（英語）教員養成課程修了者の採用
・採用実施

●各学校における指導体制の充実
○ 小学校における中核英語教員＊（CET）研修の実施
・各学校１名以上参
加の研修の実施

継続実施

外国人と直接コミュニケー
ションを図る機会を増やし、異
文化を受容する態度を育成す
るため、研修の充実により教員
の指導力の向上を図るととも
に、外国語指導助手（ALT）を
活用する等、英語教育を推進し
ます。

理科支援員の配置や中核的理
科教員（CST）の養成などによ
り、若い教員の授業力向上や
観察・実験の機会の充実を図
り、子どもたちが興味・関心を
持って主体的に学習に取り組
める魅力ある理科教育を推進
します。また、企業や研究機
関、大学と連携して、技術者、
研究者による派遣授業などの
実施を支援します。

教育活動サポーター＊を配置す
ることにより、学校のきめ細か
な指導を支援します。また、自
然教室の実施等により、豊か
な情操を養います。

○ 大学と連携した各種講座や外部試験受験の促進に向けた取組の推進
中学校英語二種免
許取得講習の受講
者数:13人
小学校外国語教授
基礎論講座の受講
者数:35人（R3末
事業終了）

中学校英語二種免
許取得講習の受講
者数:２人（R4.9事
業終了）



基本政策Ⅱ　学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす

37

第
３
章

基
本
政
策
Ⅱ

　「豊かな心」を育成するためには、自らを律しつつ、他者と協調し、他人を思いやる心
や感動する心、社会性、公共の精神などを育んでいく必要があります。子どもたちの健
やかな成長のため、読書活動、体験活動などを通して、道徳教育や人権尊重教育等の充
実を図り、豊かな人間性を育む取組を推進していきます。

・「特別の教科 道徳」において、答えが一つではない道徳的な課題を一人ひとりの子ども
が自分自身の問題と捉え、向き合うことができるよう「考え、議論する道徳」の推進を
図ります。また、学校教育全体を通して道徳性を養うことができるよう、各教科等との
関連を図りながら道徳教育を推進します。
・本に親しむことで、言葉や知識を学び、表現力や想像力を高め、人生をより豊かに生き
ていくことができるよう、学校司書等の配置を進めるとともに、図書担当教諭や図書
ボランティアの資質向上を図るための研修の実施など、子どもの読書環境の充実を図
ります。
・音楽の素晴らしさや楽しさを味わい、豊かな感性等を育むため、子どもが文化や芸術に
接する機会となるよう「子どものためのオーケストラ鑑賞」や「子どもの音楽の祭典」等
の取組を推進します。
・子どもの権利学習、多文化共生教育等をはじめとする人権学習に取り組むことにより、
他者との違いを認め、互いに尊重し合う意識や態度の育成、差別や偏見を生まない教
育の推進を図ります。また、障害者、外国につながりのある人、性的マイノリティなど、
多様な背景を持つ人々に対して、正しい理解の促進を図るとともに、自他のよさを認
め、一人ひとりの違いが豊かさとして響き合う人間関係を築くことができるよう、総合
的に人権尊重教育の推進を図ります。

施策２．豊かな心の育成
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●学習指導要領改訂の趣旨を踏まえた道徳教育の推進
○各学校における道徳教育の充実
・各学校における
取組の推進

継続実施 事業推進

●総括学校司書＊及び学校司書配置による学校図書館の充実
総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
56校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
70校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
92校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
全小学校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
全小学校

●司書教諭・図書担当教諭や統括学校司書・学校司書、図書ボランティアの
　資質向上のための研修の実施
R1実施回数:31回 実施回数:31回 実施回数:31回 実施回数:31回 実施回数:31回

●図書ボランティアによる読書活動の推進
・読み聞かせ等の
実施

継続実施

●川崎フロンターレ等との連携による読書活動の推進
・啓発資料の配布
やイベントの実施

・連携した取組の
実施

●ミューザ川崎シンフォニーホールを舞台とした「子どもの音楽の祭典」の実施
・オーディションの
開催と本番に向け
た練習実施（本番
は中止）

・オーディションの
開催と「子どもの音
楽の祭典」の実施

○指導体制の充実
道徳教育推進教師
研修の実施:２回
経験５年目以下の
教員を対象とした
研修の実施:２回
「いのち・心の教
育」に関する研修
の実施:１回

・道徳教育推進教
師研修、経験５年
目以下の教員を対
象とした研修、「い
のち・心の教育」に
関する研修の実施

読書のまち・かわさき推進
事業

●「読書のまち・かわさき　子ども読書活動推進計画」に基づく事業推進
・次期計画の策定・次期計画の策定・第４次計画の策

定
・計画に基づく取
組の推進

事業推進

子どもの音楽活動推進
事業

●「子どものためのオーケストラ鑑賞」の実施
体験者数:
9,708人（99校）

体験者数:
10,000人以上

体験者数:
10,000人以上

体験者数:
10,000人以上

体験者数:
10,000人以上

事業推進

●市内音楽大学と連携した「ジュニア音楽リーダー」（中学生）の育成
実施校数:20校 実施校数:20校 実施校数:20校 実施校数:20校 実施校数:20校

児童生徒が、生命を大切にす
る心や他者と協調し他人を思
いやる心、善悪の判断などの
規範意識等の道徳性を養うこ
とができるよう、「特別の教科
道徳」を要として、学校教育全
体を通じて行う道徳教育の充
実を図ります。

子どもから大人までが読書に
親しめるよう、さまざまな読書
活動を推進するため、学校司
書の配置による読書環境の整
備など、「読書のまち・かわさき
子ども読書活動推進計画」に
基づく取組を推進します。

音楽のすばらしさを味わい、体
験することを通して、子どもた
ちの豊かな感性を育み、生涯
を通じて音楽を愛好する心情
を育てられるよう、本格的な
オーケストラ鑑賞や、市内の貴
重な音楽資源を活用した音楽
の体験活動を推進します。

道徳教育推進事業

コラム 【読書のまち・かわさき 子ども読書活動推進計画】 

　子どもたちの読書活動は、言葉や知識を学び、表現力や創造力を豊かにします。それ
だけではなく、何より本は子どもたちに夢や希望を与え、人生をより豊かでより深く生き
ていくための力を身につけていく上で欠かせないものとなります。
　本市ではこれまでも、子どもの読書活動を推進する取組を行ってきましたが、社会状
況の変化や子どもを取り巻く環境の変化に合わせながら、発達段階に応じた子どもの自
由な読書活動を推進することや自発的・主体的な学習活動を支援するため、本計画を策
定し、家庭・地域・学校がより一層連携しながら子どもの読書活動を推進していきます。
　本計画では、保護者向け講座の開催などの家庭における子どもの読書活動の推進や
図書館を中心とした地域における子どもの読書活動の推進、小学校への学校司書配置
拡充などの学校における子どもの読書活動の推進、企業等と連携した読書活動の普及
啓発などの「かわさき読書の日」を中心とした啓発活動の取組を推進していきます。

コラム 【川崎市の人権尊重教育】 

　一人ひとりが尊厳を持って自分らしく生きられる社会を創造するためには、国籍、文
化、性別、障害、世代、考え方などの多様性を尊重し、あらゆる機会や場を通して、さまざ
まな人権に関する理解を深めることが必要です。また、具体的な人権問題に直面した際
に、それを解決しようとする実践的な行動力などを育むことが大切です。
　本市では、全国に先駆けて「川崎市子どもの権利に関する条例＊」を制定し、人権尊重
教育をすべての教育活動の基盤として位置づけ、さまざまな教育活動を推進していま
す。また、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」の制定を機に、教育活動がより
効果的なものとなるよう、人権尊重教育の充実に努めています。
　今後もかわさき教育プランの「自主・自立」、「共生・協働」という基本目標の実現をめ
ざして、児童生徒の豊かな心の育成を推進します。
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●学習指導要領改訂の趣旨を踏まえた道徳教育の推進
○各学校における道徳教育の充実
・各学校における
取組の推進

継続実施 事業推進

●総括学校司書＊及び学校司書配置による学校図書館の充実
総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
56校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
70校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
92校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
全小学校

総括学校司書
配置数:21人
学校司書配置数:
全小学校

●司書教諭・図書担当教諭や統括学校司書・学校司書、図書ボランティアの
　資質向上のための研修の実施
R1実施回数:31回 実施回数:31回 実施回数:31回 実施回数:31回 実施回数:31回

●図書ボランティアによる読書活動の推進
・読み聞かせ等の
実施

継続実施

●川崎フロンターレ等との連携による読書活動の推進
・啓発資料の配布
やイベントの実施

・連携した取組の
実施

●ミューザ川崎シンフォニーホールを舞台とした「子どもの音楽の祭典」の実施
・オーディションの
開催と本番に向け
た練習実施（本番
は中止）

・オーディションの
開催と「子どもの音
楽の祭典」の実施

○指導体制の充実
道徳教育推進教師
研修の実施:２回
経験５年目以下の
教員を対象とした
研修の実施:２回
「いのち・心の教
育」に関する研修
の実施:１回

・道徳教育推進教
師研修、経験５年
目以下の教員を対
象とした研修、「い
のち・心の教育」に
関する研修の実施

読書のまち・かわさき推進
事業

●「読書のまち・かわさき　子ども読書活動推進計画」に基づく事業推進
・次期計画の策定・次期計画の策定・第４次計画の策

定
・計画に基づく取
組の推進

事業推進

子どもの音楽活動推進
事業

●「子どものためのオーケストラ鑑賞」の実施
体験者数:
9,708人（99校）

体験者数:
10,000人以上

体験者数:
10,000人以上

体験者数:
10,000人以上

体験者数:
10,000人以上

事業推進

●市内音楽大学と連携した「ジュニア音楽リーダー」（中学生）の育成
実施校数:20校 実施校数:20校 実施校数:20校 実施校数:20校 実施校数:20校

児童生徒が、生命を大切にす
る心や他者と協調し他人を思
いやる心、善悪の判断などの
規範意識等の道徳性を養うこ
とができるよう、「特別の教科
道徳」を要として、学校教育全
体を通じて行う道徳教育の充
実を図ります。

子どもから大人までが読書に
親しめるよう、さまざまな読書
活動を推進するため、学校司
書の配置による読書環境の整
備など、「読書のまち・かわさき
子ども読書活動推進計画」に
基づく取組を推進します。

音楽のすばらしさを味わい、体
験することを通して、子どもた
ちの豊かな感性を育み、生涯
を通じて音楽を愛好する心情
を育てられるよう、本格的な
オーケストラ鑑賞や、市内の貴
重な音楽資源を活用した音楽
の体験活動を推進します。

道徳教育推進事業
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　「健やかな心身」を育成するには、たくましく生きるための健康な体や体力を育んで
いく必要があります。生涯にわたって健やかに生き抜く力を育むために、心身の調和的
な発達を図ることは大変重要です。本施策では、子どもの体力向上のための方策の推
進やさらなる食育の充実など、生涯を通じて健康で活力ある生活を送るための基礎を
培う取組を推進していきます。
　第２期実施計画の期間中には、新型コロナウイルス感染症の影響により、市立学校
全校で臨時休業となる事態となりましたが、ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据え、
感染防止対策を講じながら教育活動を行い、子どもたちが安心して過ごせるよう取組
を進めていきます。

・誰もが運動する心地よさを味わい、生涯にわたって運動に親しむことができるよう、
学校・家庭・地域・行政が連携を図りながら、子どもの体力向上をめざします。
・体育や健康に関する指導を充実させ、子どもが持つ運動・スポーツに対する関心や意
欲の向上を図るとともに、運動する習慣を身につけることで、生涯にわたって心身の
健康を保持増進し豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力の育成をめざし
ます。
・本市を拠点に活動する「かわさきスポーツパートナー＊」とも連携し、スポーツの楽しさ
や素晴らしさを感じる取組を進めます。
・自らの健康に関心を持ち、よい生活習慣を維持・向上させる自己管理能力を育成する
等、生涯にわたって健やかに生き抜く力を育むため、健康教育の一層の充実を図り、
心身の調和的な発達を推進します。
・新型コロナウイルス感染症については、今後もその影響は予測困難であるため、感染
状況に応じて、保健管理上の適切な感染症対策を図り、健やかな学校生活を送れる
よう取組を進めます。
・効果的に食育を推進するため、学校給食を活用した小中９年間にわたる体系的・計画
的な食育の取組により、さまざまな経験を通じて「食」に関する正しい知識と望まし
い食習慣を身につけ、生涯健康な生活を送るための基礎を育みます。

施策３．健やかな心身の育成
事務事業名

現状 事業内容・目標
令和3（2021）

年度
令和4（2022）

年度
令和5（2023）

年度
令和6（2024）

年度
令和7（2025）

年度
令和8（2026）
年度以降

人権尊重教育推進事業

●人権尊重教育研究推進校・実践校の研究支援及び教職員やPTAを対象とした
　研修の実施
R2研修参加者数:
2,878人（PTAは中
止）

研修参加者数:
3,053人以上

研修参加者数:
3,053人以上

研修参加者数:
3,053人以上

研修参加者数:
3,053人以上

●さまざまな国や地域の文化を伝える外国人市民等を講師として派遣する
　「多文化共生ふれあい事業」の推進
派遣校数 :
78校（212人）

派遣校数 :
62校（187人）

派遣校数 :
62校（187人）

派遣校数 :
62校（187人）

派遣校数 :
62校（187人）

事業推進

●子どもの権利学習派遣事業の実施
派遣学級数:
113学級

派遣学級数:
122学級

派遣学級数:
122学級

派遣学級数:
122学級

派遣学級数:
122学級

●人権尊重教育推進会議の開催を通じた人権尊重教育についての情報共有や
　意見交換の実施
開催:年１回 ・人権尊重教育推

進会議を通じた情
報共有や意見交換
の実施

事業推進

多文化共生教育推進事業

●人権尊重教育補助教材や子どもの権利学習資料等の活用
・教材内容の改善
及び効果的な活用

継続実施

●外国人教育推進連絡会議の開催を通じた情報共有や意見交換の実施
開催:年１回 ・外国人教育推進

連絡会議の開催

●各学校の多文化共生教育の充実に向けた情報交換の実施
・実践事例報告会
や事業説明会の開
催

・実践事例報告会
や事業説明会を活
用した情報交換の
実施

●学校におけるさまざまな人権課題に関する周知・啓発
・各種関係団体に
よる啓発資料の周
知

継続実施

・新たな人権課題
に関する啓発資料
の作成・周知

「子どもの権利に関する条例」
や「差別のない人権尊重のまち
づくり条例」に基づき、子ども
たちの人権感覚や人権意識の
育成、教職員の指導力の向上
に向けた取組を推進します。

子どもたちの異文化理解と相
互尊重をめざした学習を推進
します。また、多文化共生と多
様性を尊重した意識と態度の
育成を推進します。
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　「健やかな心身」を育成するには、たくましく生きるための健康な体や体力を育んで
いく必要があります。生涯にわたって健やかに生き抜く力を育むために、心身の調和的
な発達を図ることは大変重要です。本施策では、子どもの体力向上のための方策の推
進やさらなる食育の充実など、生涯を通じて健康で活力ある生活を送るための基礎を
培う取組を推進していきます。
　第２期実施計画の期間中には、新型コロナウイルス感染症の影響により、市立学校
全校で臨時休業となる事態となりましたが、ウィズコロナ・ポストコロナ時代を見据え、
感染防止対策を講じながら教育活動を行い、子どもたちが安心して過ごせるよう取組
を進めていきます。

・誰もが運動する心地よさを味わい、生涯にわたって運動に親しむことができるよう、
学校・家庭・地域・行政が連携を図りながら、子どもの体力向上をめざします。
・体育や健康に関する指導を充実させ、子どもが持つ運動・スポーツに対する関心や意
欲の向上を図るとともに、運動する習慣を身につけることで、生涯にわたって心身の
健康を保持増進し豊かなスポーツライフを実現するための資質・能力の育成をめざし
ます。
・本市を拠点に活動する「かわさきスポーツパートナー＊」とも連携し、スポーツの楽しさ
や素晴らしさを感じる取組を進めます。
・自らの健康に関心を持ち、よい生活習慣を維持・向上させる自己管理能力を育成する
等、生涯にわたって健やかに生き抜く力を育むため、健康教育の一層の充実を図り、
心身の調和的な発達を推進します。
・新型コロナウイルス感染症については、今後もその影響は予測困難であるため、感染
状況に応じて、保健管理上の適切な感染症対策を図り、健やかな学校生活を送れる
よう取組を進めます。
・効果的に食育を推進するため、学校給食を活用した小中９年間にわたる体系的・計画
的な食育の取組により、さまざまな経験を通じて「食」に関する正しい知識と望まし
い食習慣を身につけ、生涯健康な生活を送るための基礎を育みます。

施策３．健やかな心身の育成



基本政策Ⅱ　学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす

42

基
本
政
策
Ⅱ

第
３
章

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●中学校完全給食の円滑な実施

・センター方式48
校、自校方式２校、
小中合築方式２校
による中学校全校
での実施
・学校給食センター
PFI事業モニタリン
グの実施

継続実施

継続実施

●安全・安心で良質な給食物資の安定的な調達のための学校給食会の運営支援

・補助金支給 ・運営支援内容の
検討

・検討結果に基づ
く取組の推進

●学校給食費の適正な徴収

・学校給食費の公
会計化の実施

・徴収状況を踏ま
えた取組の推進

・多様な納付方法
の検討

・検討結果に基づ
く取組の推進

●川崎らしい特色ある「健康給食」の推進
○ 食材や味付けにこだわった、健康的で、美味しい給食の提供
・給食の提供 継続実施 事業推進

○ 生産者など多様な主体と連携した食育の推進
・「かわさきそだち」
を使用した給食提
供

継続実施

○ 小中９年間にわたる体系的・計画的な食育の推進
・「学校における食
に関する指導のて
びき」に基づいた
取組の推進

継続実施

○ レシピ動画等の市民への情報発信
配信本数:３本 ・レシピ動画等の

配信

●小学校及び特別支援学校の給食充実に向けた取組の推進
○ 老朽機器等の計画的更新
・機器等の更新 継続実施

○ 退職動向等に合わせた給食調理業務の委託化
委託実施校:65校 ・退職動向等に合

わせた委託化の推
進

健康給食推進事業

児童生徒の健全な身体の発達
に資するために、安全で安心な
学校給食の提供を効率的に行
うとともに、小中９年間にわた
る一貫した食育を推進します。

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

子どもの体力向上推進
事業

●中学校総合体育大会、市立小学校地区別運動会、小学校陸上記録会の実施
・各種大会の実施 継続実施 事業推進

健康教育推進事業 ●新型コロナウイルス感染症防止対策の推進
・感染対策用品の
配布等の実施

・学校の状況に応
じた継続的な支援

事業推進

●休み時間等を活用した外遊びや長縄跳びなどに取り組む「キラキラタイム＊」の推進
実施校数:
全小学校（114校）

・全小学校での「キ
ラキラタイム」の実
施

●喫煙・飲酒・薬物乱用防止等の健康教育の推進
・保健の授業等に
おける喫煙・飲酒・
薬物乱用防止等の
教育の実施

継続実施

●児童生徒のアレルギー疾患への適切な対応の推進
・食物アレルギー
研修の実施

・養護教諭や栄養
士等を対象とした
研修の実施

●学校保健安全法に基づく各種健康診断の実施
・各種健康診断の
実施

継続実施

●スクールヘルスリーダー＊派遣による若手の養護教諭等への支援
派遣校数:６校 ・スクールヘルス

リーダーの派遣

●学校における健康教育充実に向けた支援
・国等による通知
や方針の周知

継続実施

・児童生徒の健康
保持に向けた学校
への支援策の研
究・実施

・研究・実施結果に
基づく取組の推進

●部活動実施への支援
○ 技術的指導を行う部活動指導者の派遣
派遣数:55人 ・部活動指導者の

派遣

○ 全国大会等出場者への旅費等の補助
・旅費等の補助 継続実施

児童生徒の健全な心身の育成
をめざし、地域スポーツ人材を
活用しながら学校体育活動を
充実するなど、児童生徒の体
力向上につながる取組を進め
ます。

健やかな学校生活を送るため、
健康診断や健康管理の実施、
学校医等の配置を行います。
また、望ましい生活習慣の確
立、心の健康保持、喫煙・飲酒・
薬物乱用防止等、健康教育の
充実を図ります。
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●中学校完全給食の円滑な実施

・センター方式48
校、自校方式２校、
小中合築方式２校
による中学校全校
での実施
・学校給食センター
PFI事業モニタリン
グの実施

継続実施

継続実施

●安全・安心で良質な給食物資の安定的な調達のための学校給食会の運営支援

・補助金支給 ・運営支援内容の
検討

・検討結果に基づ
く取組の推進

●学校給食費の適正な徴収

・学校給食費の公
会計化の実施

・徴収状況を踏ま
えた取組の推進

・多様な納付方法
の検討

・検討結果に基づ
く取組の推進

●川崎らしい特色ある「健康給食」の推進
○ 食材や味付けにこだわった、健康的で、美味しい給食の提供
・給食の提供 継続実施 事業推進

○ 生産者など多様な主体と連携した食育の推進
・「かわさきそだち」
を使用した給食提
供

継続実施

○ 小中９年間にわたる体系的・計画的な食育の推進
・「学校における食
に関する指導のて
びき」に基づいた
取組の推進

継続実施

○ レシピ動画等の市民への情報発信
配信本数:３本 ・レシピ動画等の

配信

●小学校及び特別支援学校の給食充実に向けた取組の推進
○ 老朽機器等の計画的更新
・機器等の更新 継続実施

○ 退職動向等に合わせた給食調理業務の委託化
委託実施校:65校 ・退職動向等に合

わせた委託化の推
進

健康給食推進事業

児童生徒の健全な身体の発達
に資するために、安全で安心な
学校給食の提供を効率的に行
うとともに、小中９年間にわた
る一貫した食育を推進します。
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コラム 【川崎市立学校における教育の情報化推進計画】

　本計画は、令和４（2022）年度から令和７（2025）年度に取り組む市立学校におけ
る教育の情報化の基本方針を示すものです。平成29（2017）年４月から令和４
（2022）年3月に取り組んだ第2期計画の期間中、GIGAスクール構想の推進により、
高速大容量の通信ネットワークや１人１台端末の整備等、学校のICT環境は大きく変
化しました。今後は、この整備された環境を有効に活用して、子どもたちの資質・能力
を育成することをめざし、重点的に取り組むべき事項を次の19に整理しています。 

１．１人１台端末活用等による、情報活用能力の育成（情報モラルを含む）

２．各教科等におけるICTの効果的な活用

３．１人１台端末の持ち帰りの推進と家庭との連携

４．高等学校におけるICT活用の推進

５．支援教育におけるICT活用の推進

６．川崎市学習状況調査のCBT化の検討

７．学習データの活用の検討

８．普通教室の環境整備

９．教員のICTを活用した指導力の向上

10．学習面のサポート体制の整理、充実

11．校務支援システムの積極的な活用

12．業務効率化に向けた環境・運用方法の検討

13．校務面のサポート体制の整理、充実

14．CMSを活用した学校ウェブサイトの充実

15．コンテンツの増大に対応したネットワーク環境の安定運用

16．情報セキュリティポリシーガイドラインを踏まえた、ネットワークの最適化

17．教職員のテレワーク環境の整備支援

18．１人１台端末における最適な管理手法・セキュリティの検討

19．BYOD・BYAD等を見据えた環境・運用体制の検討

観点 重点事項

子どもたちの新しい
学びを支える観点 

教職員の業務効率化を
支える観点 

ネットワーク環境及び
ICT環境の最適化に
関する観点 

　令和３（2021）年１月、中央教育審議会の「令和の日本型学校教育」の構築を目指し
て～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～
（答申）では、新型コロナウイルス感染症により一層先行き不透明となる状況において
は、目の前の事象から解決すべき課題を見出し、主体的に考え、多様な立場の者が協働
的に議論し、納得解を生み出すことなど、新学習指導要領で育成をめざす資質・能力が
一層強く求められることが示されています。これらを実現するための授業づくりにあ
たっては、「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し、「主体的・対話的で
深い学び」の実現に向けて授業改善を行っていくことが求められており、その際、ICT
を活用して、空間的・時間的制約にしばられずに今までできなかった学習活動の新たな
可能性を探ることや、学習履歴（スタディ・ログ）の活用を図ることが重要であるとされ
ています。
　本市においては、国等の動向を見据え、教育の情報化に必要となるICT環境の整備・
活用に関し、教育分野、校務分野にわたる情報化施策として「川崎市立学校における教
育の情報化推進計画」を策定し、その計画に基づき、着実に事業を推進していきます。

・児童生徒自らが、氾濫する情報の中から何が重要かを主体的に選択し、活用していくた
めに必要な情報活用能力を育んでいきます。
・児童生徒へのICTスキルや情報モラル等についての指導の充実を図るとともに、各教科
等で「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて授業改善を進めていきます。
・教員のICTを活用した指導力向上に向けて、ライフステージに応じた研修体制を整え、
教員をサポートします。また、外部団体や大学、企業とも連携しながら、指導力向上に向
けた取組を推進します。
・教職員の業務効率化の取組に資するよう、校務支援システム＊や学務システム等の活用
による効率化や最適化に向けた検討を進めます。
・児童生徒の出欠席の状況や健康診断の結果、学習記録などの情報を教職員の間で共有
できるようデータ連携等により見える化をし、一人ひとりに寄り添った指導の充実を
図っていきます。
・「かわさきGIGAスクール構想」では、１人１台端末を活用し、インターネットにつながる
中で、クラウドにより学びを蓄積することや、双方向の学びが可能となり、既習事項や他
者・他教科などとも「つながる」をキーワードに、段階的に学びの質を高めていきます。
・クラウド・バイ・デフォルト＊の環境で１人１台端末を活用して教育データを蓄積し、児童
生徒の可能性を最大限引き出すための授業改善に役立てていきます。

施策４．教育の情報化の推進
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コラム 【川崎市立学校における教育の情報化推進計画】

　本計画は、令和４（2022）年度から令和７（2025）年度に取り組む市立学校におけ
る教育の情報化の基本方針を示すものです。平成29（2017）年４月から令和４
（2022）年3月に取り組んだ第2期計画の期間中、GIGAスクール構想の推進により、
高速大容量の通信ネットワークや１人１台端末の整備等、学校のICT環境は大きく変
化しました。今後は、この整備された環境を有効に活用して、子どもたちの資質・能力
を育成することをめざし、重点的に取り組むべき事項を次の19に整理しています。 

１．１人１台端末活用等による、情報活用能力の育成（情報モラルを含む）

２．各教科等におけるICTの効果的な活用

３．１人１台端末の持ち帰りの推進と家庭との連携

４．高等学校におけるICT活用の推進

５．支援教育におけるICT活用の推進

６．川崎市学習状況調査のCBT化の検討

７．学習データの活用の検討

８．普通教室の環境整備

９．教員のICTを活用した指導力の向上

10．学習面のサポート体制の整理、充実

11．校務支援システムの積極的な活用

12．業務効率化に向けた環境・運用方法の検討

13．校務面のサポート体制の整理、充実

14．CMSを活用した学校ウェブサイトの充実

15．コンテンツの増大に対応したネットワーク環境の安定運用

16．情報セキュリティポリシーガイドラインを踏まえた、ネットワークの最適化

17．教職員のテレワーク環境の整備支援

18．１人１台端末における最適な管理手法・セキュリティの検討

19．BYOD・BYAD等を見据えた環境・運用体制の検討

観点 重点事項

子どもたちの新しい
学びを支える観点 

教職員の業務効率化を
支える観点 

ネットワーク環境及び
ICT環境の最適化に
関する観点 
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●「川崎市立学校における教育の情報化推進計画」に基づく事業推進
・次期計画の策定・次期計画の策定・計画の策定 ・計画に基づく取

組の実施
事業推進

●情報化推進モデル校を活用した取組の推進
・推進モデル校２校
における取組の検
証と検証結果を活
かした取組の推進

継続実施

●情報モラル教育の充実
・道徳や総合的な
学習の時間等を活
用した情報モラル
教育の実施

・判断力の育成な
ど情報モラル教育
の充実と家庭との
連携推進

●学習活動等で必要となるICT機器の更新・整備
・ICT機器の更新・
整備

・GIGA端末導入に
伴う小学校のPC
教室等の見直し

●ネットワーク環境の充実に向けた取組の推進
・ネットワーク環境
のあり方の検討

・ネットワーク環境
のあり方の検討と
検討結果に基づく
取組の推進

●校務支援システムの活用を中心とした教職員の働き方改革の推進
・研修開催やサポ
ートデスク等によ
る各学校への支援

継続実施

・授業・学習系デー
タと校務系データ
の連携による効率
化の検討

・授業・学習系デー
タと校務系データ
の連携による効率
化の検討と検討結
果に基づく取組の
推進

教育の情報化推進事業

「川崎市立学校における教育
の情報化推進計画」に基づき、
ICT機器整備や学校業務の効
率化に向けた取組を推進しま
す。

コラム 【かわさきGIGAスクール構想】

　国は、「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」（令和元（2019）年12月）の中で多様
な子どもたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された学びを持続的に実現
する、「GIGAスクール構想の実現（Global and Innovation Gateway for All）」を示
しました。
　また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を機に、学校の臨時休業等の緊急時にお
いても、ICT等を活用することで子どもたちの学びを最大限保障できる環境を整備する
ことが必要との認識が広がることとなりました。

　本市においても、国の補助事業を最大限に活用し、令和２（2020）年度中に、校内に高
速大容量の通信ネットワーク環境（校内無線LAN）と義務教育段階の児童生徒１人１台
分の端末を一体的に整備し、令和３（2021）年度から授業等に活用し、段階的に指導内
容の充実を図るなど、「かわさきGIGAスクール構想」の推進に取り組むこととしました。

学習の基盤となる情報活用能力（情報モラル含む）

ステップ0 タイピング・情報モラル等の初期段階の指導

ステップ1 インターネットにつながることで、「いつでも」「どの教科でも」
使えることを実感する

ステップ2 既習や他者とつながることで、主体的・対話的で深い学びの
視点からの授業改善ができ、資質・能力をより確実に育成する

ステップ3 各教科等の学びが、他教科等や生活につながることで、
社会課題の解決や一人ひとりの夢の実現に活かす

R3

R4

R5未来社会の創り手を育む
かわさきの新しい教育
かわさき

GIGAスクール構想

自主・自立 共生・協働
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●「川崎市立学校における教育の情報化推進計画」に基づく事業推進
・次期計画の策定・次期計画の策定・計画の策定 ・計画に基づく取

組の実施
事業推進

●情報化推進モデル校を活用した取組の推進
・推進モデル校２校
における取組の検
証と検証結果を活
かした取組の推進

継続実施

●情報モラル教育の充実
・道徳や総合的な
学習の時間等を活
用した情報モラル
教育の実施

・判断力の育成な
ど情報モラル教育
の充実と家庭との
連携推進

●学習活動等で必要となるICT機器の更新・整備
・ICT機器の更新・
整備

・GIGA端末導入に
伴う小学校のPC
教室等の見直し

●ネットワーク環境の充実に向けた取組の推進
・ネットワーク環境
のあり方の検討

・ネットワーク環境
のあり方の検討と
検討結果に基づく
取組の推進

●校務支援システムの活用を中心とした教職員の働き方改革の推進
・研修開催やサポ
ートデスク等によ
る各学校への支援

継続実施

・授業・学習系デー
タと校務系データ
の連携による効率
化の検討

・授業・学習系デー
タと校務系データ
の連携による効率
化の検討と検討結
果に基づく取組の
推進

教育の情報化推進事業

「川崎市立学校における教育
の情報化推進計画」に基づき、
ICT機器整備や学校業務の効
率化に向けた取組を推進しま
す。
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　グローバル化、情報化の進展などの社会状況の変化に伴い、生徒の能力や適性、興
味・関心、進路希望等が一層多様化しています。本施策では、市立高等学校で学ぶ生徒
一人ひとりが、多様な人々と協力し、主体性を持ってさまざまな課題の解決を図っていく
ために必要となる力を身につけることができるよう、各学校の特色を活かして多様な
学習ニーズに対応する教育活動の充実を図り、魅力ある市立高等学校づくりに向けた
取組を推進していきます。

・各学校が魅力ある教育課程の編成等を通じ、特色ある教育を進めることで、多様な学
習ニーズに対応するとともに、確かな学力を育み、生徒一人ひとりの進路希望の実現をめ
ざします。
・「市立高等学校改革推進計画＊ 第２次計画」に基づき、新たな価値を生み出す豊かな創
造性、グローバル化の中で多様性を尊重する力を育成する取組を推進します。
・定時制課程に在籍する生徒の将来の自立に向け、各学校における学習や就職等の相
談・支援の充実を図ります。また、日本語指導の必要な生徒に対してのサポートや学校
の支援体制のより一層の充実を図ります。
・定時制課程において外国につながる生徒が増加していることから、在県外国人等特別
募集＊を行い、生徒の日本語支援及び個に応じた学習支援を行います。
・川崎高等学校及び附属中学校においては、中高一貫教育＊の特色を活かし、６年間を見
通した総合的な学習の時間における特色ある取組や、ICTを活用した新たな学習を推
進するなど、６年間の体系的・継続的な教育活動を展開します。

施策５．魅力ある高等学校教育の推進
事務事業名

現状 事業内容・目標
令和3（2021）

年度
令和4（2022）

年度
令和5（2023）

年度
令和6（2024）

年度
令和7（2025）

年度
令和8（2026）
年度以降

●学校での活用を促進する人的支援
○ 情報交換会等を含むGSL＊（GIGAスクール構想推進教師）研修や要請訪問研修の実施
GSL研修会参加者
数:延べ1,333人
要請訪問研修実施
数:47回

・GSL研修会や要
請訪問研修の実施

●教科用デジタルコンテンツ等の活用に向けた検討
・デジタル教科書
実証事業重点校で
の調査と活用方法
の検討
・副読本のデジタ
ル化支援と活用の
促進

・デジタル教科書＊

の活用に関する研
究と取組の推進

継続実施

●学習履歴（スタディ・ログ）など教育データの整理と活用
○ 教育データの利活用に向けた整理
・個人・学級単位の
学習履歴など教育
データの活用に向
けた研究

・市・学校・学級・個人
単位でのスタディ・
ログ収集と活用に
向けた研究

・指導・評価の改善

○ GIGA端末における教育データの活用状況の調査及び指導・改善に向けた取組の実施
・GIGA端末におけ
る教育データの活
用状況の調査

・指導・評価の改善
への反映

●児童生徒数の増加等に対応したGIGA端末及び通信環境の充実
○ GIGA端末及び通信環境の充実
・児童生徒数の増
加等に応じた各種
環境の整備

継続実施

・利用状況に対応
した通信環境の確
保に向けた調査・
検討

・調査・検討結果に
基づく取組の推進

○ 利用アカウントの適切な管理
・利用アカウントの
発行、管理等の効
率的な運用

継続実施

●「かわさきGIGAスクール構想」に基づく着実な人材育成と現場におけるステップアップの支援
○ 段階的なステップアップの実現を支える教職員のスキル向上に向けた研修の実施と授業での活用
・ステップ０・１の
実現を支える教職
員のスキル向上に
向けた研修の実施

・段階的なステップ
アップに応じた児
童生徒の情報活用
能力の育成

・ステップ２の実現
を支える、授業力
向上につながる教
職員の研修の実施

継続実施

・ステップ３の実現
を支える、授業力
向上につながる教
職員の研修の実施

事業推進

○ 研究推進協力校における取組の支援と共有による事業の充実
協力校:12校 ・協力校における

取組の支援と検証

○ ICT活用研修の充実と各教科・各学校種における活用の推進
研修実施数:179回 ・研修の充実と各

教科・各学校種に
おける活用の推進

○ ICT活用に関する技術的支援
・ICT支援業務の
実施

継続実施

★かわさきGIGAスクール
構想推進事業

「かわさきGIGAスクール構
想」に基づき、すべての子ども
たちの可能性を引き出す個別
最適な学びと協働的な学びの
実現に向けて、児童生徒の情
報活用能力の育成、教員の指
導力の向上、スタディ・ログの
効果的な活用等の取組を推進
します。
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　グローバル化、情報化の進展などの社会状況の変化に伴い、生徒の能力や適性、興
味・関心、進路希望等が一層多様化しています。本施策では、市立高等学校で学ぶ生徒
一人ひとりが、多様な人々と協力し、主体性を持ってさまざまな課題の解決を図っていく
ために必要となる力を身につけることができるよう、各学校の特色を活かして多様な
学習ニーズに対応する教育活動の充実を図り、魅力ある市立高等学校づくりに向けた
取組を推進していきます。

・各学校が魅力ある教育課程の編成等を通じ、特色ある教育を進めることで、多様な学
習ニーズに対応するとともに、確かな学力を育み、生徒一人ひとりの進路希望の実現をめ
ざします。
・「市立高等学校改革推進計画＊ 第２次計画」に基づき、新たな価値を生み出す豊かな創
造性、グローバル化の中で多様性を尊重する力を育成する取組を推進します。
・定時制課程に在籍する生徒の将来の自立に向け、各学校における学習や就職等の相
談・支援の充実を図ります。また、日本語指導の必要な生徒に対してのサポートや学校
の支援体制のより一層の充実を図ります。
・定時制課程において外国につながる生徒が増加していることから、在県外国人等特別
募集＊を行い、生徒の日本語支援及び個に応じた学習支援を行います。
・川崎高等学校及び附属中学校においては、中高一貫教育＊の特色を活かし、６年間を見
通した総合的な学習の時間における特色ある取組や、ICTを活用した新たな学習を推
進するなど、６年間の体系的・継続的な教育活動を展開します。

施策５．魅力ある高等学校教育の推進
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基本政策Ⅲ 一人ひとりの教育的ニーズに対応する 
　本市においては、特別支援学校や特別支援学級に在籍する障害のある児童生徒、通
級による指導を受けている児童生徒、また、通常の学級における発達障害の可能性の
ある児童生徒のほか、いじめや不登校、経済的に困難な家庭環境、外国につながりのあ
る子どもなど、さまざまな教育的ニーズのある子どもが増加傾向にあります。
　加えて、近年では本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的
に行っている「ヤングケアラー」への支援や「子どもの貧困」への対応が求められてお
り、このような背景を持つ子どもは教育や体験の機会に乏しく、地域や社会から孤立
し、さまざまな面で不利な状況に置かれてしまう傾向にあります。
　このような中で、学校には、子どもたちが安心して楽しく通える環境であることや、福
祉との連携が求められており、子どもの発達や学習を取り巻く個別の教育的ニーズを
把握し、一人ひとりに合った支援を行っていきます。 

　市立特別支援学校においては、在籍児童生徒数が平成19（2007）年度以降増加傾
向にあり【図表６】、施設の狭あい化や障害の重度・重複化、多様化への対応等が課題
となってきました。これまで、市立特別支援学校の再編整備や分教室の設置、医療的
ケア＊拠点校の整備などに取り組んできましたが、今後も、一人ひとりの教育的ニーズ
に応じた適切な教育を行うため、良好な教育環境の確保や医療的ケア支援のさらなる
充実、居住地校交流＊の促進などの取組を進める必要があります。
　また、川崎高等学校附属中学校を除くすべての小・中学校に設置している特別支援
学級の在籍児童生徒数も増加が続いており、その障害も重度･重複化、多様化してい
ることから、さまざまな障害に応じた専門的な教育や、一人ひとりの教育的ニーズに応
じた支援、適切な教員配置、教育環境の整備等が課題となっています。
　通常の学級においては、発達障害の可能性のある児童生徒が多数在籍しており、通
級による指導が必要な児童生徒は増加傾向にあります。また、日本語指導が必要な児
童生徒も増加しており、適切な支援が求められています。
　不登校児童生徒については、「無気力、不安」、「友人関係をめぐる問題」、「学業の不
振」等さまざまな要因から小・中学校ともに増加傾向にあります【図表７】。不登校児
童生徒への支援は「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児童
生徒が自らの進路を主体的にとらえて、社会的に自立することをめざす必要があるこ
と、また、児童生徒によっては、不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等の積極的
な意味を持つことがある一方で、学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的自立の
困難さ等のリスクが存在することに留意する必要があることから、これまで以上に、丁

○ 現状と課題 ○ 

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●高等学校における聴講生制度、図書館開放、開放講座の実施
聴講生制度:２コマ
図書館開放:１校
開放講座:６講座
（R１）

・聴講生制度、図書
館開放、開放講座
の実施

●川崎高等学校及び附属中学校における一貫した体系的・継続的な教育の推進
・中高一貫教育の
推進

継続実施

・高津高校におけ
るキャリア教育科
目の調査・研究

・川崎・総合科学高
校における取組の
検討

・２校における取組
の推進

●多様な主体との協働に向けた体制づくりと取組の推進
・橘・幸高校におけ
る体制作りと取組
の推進

・３校における取組
の推進

●「市立高等学校改革推進計画」に基づく取組の推進
○ 魅力ある普通科教育の推進
・カリキュラム・マ
ネジメントの充実
に向けた検討
・キャリア教育の
推進

・カリキュラムの効
果的な実施

継続実施

事業推進

・学び直しや特別
な支援の実施に向
けた検討

・検討結果に基づ
く取組の推進

○ 定時制における学びの充実
将来の自立に向け
た学習や就職等の
相談・支援の実施:
３校

・日本語指導の充
実

将来の自立に向け
た学習や就職等の
相談・支援の実施:
全校

継続実施

・在県外国人特別
募集枠の設置

・事業推進

○ 特色ある専門学科の推進
インターンシップの
実施:２校

インターンシップの
実施:２校

インターンシップの
実施:２校

インターンシップの
実施:２校

インターンシップ
の実施:２校

・合同発表会の開
催による情報発信
に向けた準備

・合同発表会の開
催

○ ICT機器の整備及び活用
・ICT機器の計画
的な整備

継続実施

・校内無線LANの
増設

・１人１台端末環境
の活用の促進

魅力ある高校教育の
推進事業

「市立高等学校改革推進計画」
に基づき、生徒・保護者・市民
のニーズに応じた魅力ある高
校づくりを進めるとともに、川
崎高等学校及び附属中学校に
おける中高一貫教育や、定時
制課程の生徒の自立支援の推
進を図ります。
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基本政策Ⅲ 一人ひとりの教育的ニーズに対応する 
　本市においては、特別支援学校や特別支援学級に在籍する障害のある児童生徒、通
級による指導を受けている児童生徒、また、通常の学級における発達障害の可能性の
ある児童生徒のほか、いじめや不登校、経済的に困難な家庭環境、外国につながりのあ
る子どもなど、さまざまな教育的ニーズのある子どもが増加傾向にあります。
　加えて、近年では本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的
に行っている「ヤングケアラー」への支援や「子どもの貧困」への対応が求められてお
り、このような背景を持つ子どもは教育や体験の機会に乏しく、地域や社会から孤立
し、さまざまな面で不利な状況に置かれてしまう傾向にあります。
　このような中で、学校には、子どもたちが安心して楽しく通える環境であることや、福
祉との連携が求められており、子どもの発達や学習を取り巻く個別の教育的ニーズを
把握し、一人ひとりに合った支援を行っていきます。 

　市立特別支援学校においては、在籍児童生徒数が平成19（2007）年度以降増加傾
向にあり【図表６】、施設の狭あい化や障害の重度・重複化、多様化への対応等が課題
となってきました。これまで、市立特別支援学校の再編整備や分教室の設置、医療的
ケア＊拠点校の整備などに取り組んできましたが、今後も、一人ひとりの教育的ニーズ
に応じた適切な教育を行うため、良好な教育環境の確保や医療的ケア支援のさらなる
充実、居住地校交流＊の促進などの取組を進める必要があります。
　また、川崎高等学校附属中学校を除くすべての小・中学校に設置している特別支援
学級の在籍児童生徒数も増加が続いており、その障害も重度･重複化、多様化してい
ることから、さまざまな障害に応じた専門的な教育や、一人ひとりの教育的ニーズに応
じた支援、適切な教員配置、教育環境の整備等が課題となっています。
　通常の学級においては、発達障害の可能性のある児童生徒が多数在籍しており、通
級による指導が必要な児童生徒は増加傾向にあります。また、日本語指導が必要な児
童生徒も増加しており、適切な支援が求められています。
　不登校児童生徒については、「無気力、不安」、「友人関係をめぐる問題」、「学業の不
振」等さまざまな要因から小・中学校ともに増加傾向にあります【図表７】。不登校児
童生徒への支援は「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児童
生徒が自らの進路を主体的にとらえて、社会的に自立することをめざす必要があるこ
と、また、児童生徒によっては、不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等の積極的
な意味を持つことがある一方で、学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的自立の
困難さ等のリスクが存在することに留意する必要があることから、これまで以上に、丁

○ 現状と課題 ○ 
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図表６ 市立特別支援学校・特別支援学級在籍者の児童生徒数の推移

特別支援学校
特別支援学級

H19
304
1,400

H20
329
1,501

H21
350
1,627

H22
369
1,700

H23
395
1,825

H24
419
1,859

H25
441
1,893

H26
510
1,984

H27
547
2,037

H28
566
2,186

H29
591
2,316

H30
616
2,480

R1
617
2,660

R2
624
2,776

R3
631
2,978

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

(人)

資料： 川崎市教育委員会調べ

図表７ 不登校児童生徒数の推移

資料： 川崎市教育委員会調べ

中学生
小学生

H28
1,116
378

H29
1,242
430

H30
1,338
529

R1
1,389
700

R2
1,370
807

1,494
1,672

1,867

2,089 2,177
2,100

1,800

1,500

1,200

900

600

300

0

(人)

寧かつさまざまな支援を行っていくことが求められています。家庭やフリースクール＊等
との連携を一層進めるとともに、GIGAスクール構想の取組等を踏まえ、ICTを活用し
た学習支援の拡充を行うなど、多様で適切な教育機会を確保していくことが重要とな
ります。
　いじめに関しては、パソコンやスマートフォンの普及など子どもを取り巻く環境の変
化により、その態様もさまざまになっており、見えにくくなっています。
　いじめの認知件数は、近年、中学校においてはほぼ横ばいで推移する一方、小学校に
おいては増加傾向を示しています【図表８】。本市では、「かわさき共生＊共育プログラ
ム」を通じて、子どもたちの社会性や豊かな人間関係づくり、人間関係によるトラブル
の未然防止等を図るとともに、「川崎市いじめ防止基本方針＊」に基づき各学校が方針
を定め、支援教育コーディネーターなど、教職員がきめ細かく子どもたちの活動の場に
目を向け、いじめの早期発見、初期対応を図っています。また、スクールカウンセラー＊

や学校巡回カウンセラー＊による相談活動や、スクールソーシャルワーカー＊を通じた専
門機関との連携なども通じて、学校全体で支援する校内体制を確立することがより一
層重要となっています。
　経済的に厳しい状況にある世帯では、経済的な理由による進学断念・中退が起こる
可能性が高く、本人の希望等によらず進学・在学を諦めざるを得ない状況について懸
念されます。学習意欲のあるすべての子どもが、経済的な理由のために学習機会が失
われることの無いよう、国や県等による経済的負担の軽減施策の動向を踏まえた適切
な支援が求められています。
　子どもたちを取り巻く環境の変化に伴い、課題が多様化・複雑化する中で、学校で
は、子どもが抱える課題に対して、組織的な支援を進められるよう校内支援体制の構
築を図るとともに、学校だけではなく、保健・医療・福祉等の専門機関と連携しながら
一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな支援を総合的に推進していくことが必
要です。

国際教室＊での日本語指導の様子
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図表６ 市立特別支援学校・特別支援学級在籍者の児童生徒数の推移

特別支援学校
特別支援学級

H19
304
1,400

H20
329
1,501

H21
350
1,627

H22
369
1,700

H23
395
1,825

H24
419
1,859

H25
441
1,893

H26
510
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資料： 川崎市教育委員会調べ

図表７ 不登校児童生徒数の推移

資料： 川崎市教育委員会調べ
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　障害の有無や生まれ育った環境に関わらず、すべての子どもが大切にされ、いきいきと
個性を発揮できるよう、一人ひとりの教育的ニーズに適切に対応していく教育（支援教育＊）
を学校教育全体で推進します。

○ 政策目標 ○ 

○ 参考指標 ○ 

※不登校については、文部科学省から「不登校児童生徒への支援の在り方について」（令和元（2019）年10月）が発出され、「学校に
登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を主体的にとらえて、社会的に自立することをめざ
す必要がある、という考え方が示されたため、不登校児童生徒の出現率については、第３期実施計画から目標値を定めないこと
としています。

課題が解消・改善傾向がみられる人
数÷特別支援・通常級在籍の発達障
害、不登校など課題のある児童数
【出典：川崎市教育委員会調べ】

指標名 指標の説明 実績値 目標値
（Ｒ３（2021））

目標値
（Ｒ７（2025））

支援の必要な
児童の課題改善率 
（小学校）

90.9%
（R２）

95.0％
　  以上 

97.0％
　  以上 

課題が解消・改善傾向がみられる人
数÷特別支援・通常級在籍の発達障
害、不登校など課題のある生徒数
【出典：川崎市教育委員会調べ】

支援の必要な
生徒の課題改善率
（中学校）
【第３期から設定】 

74.5％
（R2） ー 80.0％

　  以上 

通常の学級に在籍する支援の必要な
児童生徒に対して個別の指導計画を
作成した児童生徒の割合
※学校の割合から児童生徒の割合に
見直し
【出典：川崎市教育委員会調べ】

個別の指導計画＊

の作成率
（小・中・高等学校）

70.9%
（R３） 100% 100%

市立特別支援学校卒業生のうち、就
労した生徒の１年後の定着率
【出典：川崎市教育委員会調べ】

就労した生徒の
１年後の就労定着率
（特別支援学校）
【第３期から設定】 

93.9%
（R１） ー 100%

いじめが解消した割合
（解消した件数／認知件数×100）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

いじめの解消率

小学校
70.2%
中学校
76.5%
（R２） 

小学校
85.0%
中学校
92.0%
　  以上 

小学校
85.5%
中学校
92.0%
　  以上 

何らかの心理的、情緒的、身体的、あ
るいは社会的要因・背景により、連続
又は継続して30日以上欠席した児童
生徒数の割合（不登校児童生徒数／
全児童生徒数×100）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

不登校児童生徒の
出現率 

小学校
1.09%
中学校
4.61%
（R２） 

小学校
0.30%
中学校
3.34%
　  以上 

ー※

暴力行為発生件数÷全生徒数×
1,000
【出典：川崎市教育委員会調べ】

1,000人当たりの
暴力行為発生件数
（中学校）
【第３期から設定】

5.05件
（R２） ー

6.7件以下
※コロナ禍以前の

最小値
（Ｈ29、Ｈ30）

支援が実施できなかった（12月時点）
児童数÷支援の必要な児童数
【出典：川崎市教育委員会調べ】

支援の必要な
児童に対する
支援の未実施率
（小学校） 

0％
（R2） 0% 0%

図表８ いじめの認知件数及び解消率

資料： 川崎市教育委員会調べ

小学校認知件数
中学校認知件数
小学校解消率
中学校解消率

H28
1,165
231
83.2
91.8

H29
1,923
253
73.5
85.8

H30
2,973
263
71.8
89.0

R1
4,027
349
73.1
81.9

R2
3,688
260
70.2
76.5

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

(人) 100

95

90

85

80

75

70

65

60

55

50

(%)

図表９ 「いじめはどんな理由があってもいけないことだと思う」と
　　　 回答した児童生徒の割合

資料：全国学力・学習状況調査

小学校６年生 中学校３年生

川崎市
全国

H26
76.8
82.1

H27
77.0
81.8

H28
78.3
83.1

H29
77.9
81.2

H30
83.2
96.8

R1
82.5
97.1

100
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

(%)

R3
81.5
84.1

川崎市
全国

H26
62.2
72.1

H27
64.2
73.0

H28
66.4
74.8

H29
66.7
73.3

H30
74.3
80.7

R1
71.9
78.3

100
90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

(%)

R3
79.7
81.4

※令和２（2020）年度については、全国学力・学習状況調査が実施されていないため、記載をしていません。
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　障害の有無や生まれ育った環境に関わらず、すべての子どもが大切にされ、いきいきと
個性を発揮できるよう、一人ひとりの教育的ニーズに適切に対応していく教育（支援教育＊）
を学校教育全体で推進します。

○ 政策目標 ○ 

○ 参考指標 ○ 

※不登校については、文部科学省から「不登校児童生徒への支援の在り方について」（令和元（2019）年10月）が発出され、「学校に
登校する」という結果のみを目標にするのではなく、児童生徒が自らの進路を主体的にとらえて、社会的に自立することをめざ
す必要がある、という考え方が示されたため、不登校児童生徒の出現率については、第３期実施計画から目標値を定めないこと
としています。

課題が解消・改善傾向がみられる人
数÷特別支援・通常級在籍の発達障
害、不登校など課題のある児童数
【出典：川崎市教育委員会調べ】

指標名 指標の説明 実績値 目標値
（Ｒ３（2021））

目標値
（Ｒ７（2025））

支援の必要な
児童の課題改善率 
（小学校）

90.9%
（R２）

95.0％
　  以上 

97.0％
　  以上 

課題が解消・改善傾向がみられる人
数÷特別支援・通常級在籍の発達障
害、不登校など課題のある生徒数
【出典：川崎市教育委員会調べ】

支援の必要な
生徒の課題改善率
（中学校）
【第３期から設定】 

74.5％
（R2） ー 80.0％

　  以上 

通常の学級に在籍する支援の必要な
児童生徒に対して個別の指導計画を
作成した児童生徒の割合
※学校の割合から児童生徒の割合に
見直し
【出典：川崎市教育委員会調べ】

個別の指導計画＊

の作成率
（小・中・高等学校）

70.9%
（R３） 100% 100%

市立特別支援学校卒業生のうち、就
労した生徒の１年後の定着率
【出典：川崎市教育委員会調べ】

就労した生徒の
１年後の就労定着率
（特別支援学校）
【第３期から設定】 

93.9%
（R１） ー 100%

いじめが解消した割合
（解消した件数／認知件数×100）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

いじめの解消率

小学校
70.2%
中学校
76.5%
（R２） 

小学校
85.0%
中学校
92.0%
　  以上 

小学校
85.5%
中学校
92.0%
　  以上 

何らかの心理的、情緒的、身体的、あ
るいは社会的要因・背景により、連続
又は継続して30日以上欠席した児童
生徒数の割合（不登校児童生徒数／
全児童生徒数×100）
【出典：川崎市教育委員会調べ】

不登校児童生徒の
出現率 

小学校
1.09%
中学校
4.61%
（R２） 

小学校
0.30%
中学校
3.34%
　  以上 

ー※

暴力行為発生件数÷全生徒数×
1,000
【出典：川崎市教育委員会調べ】

1,000人当たりの
暴力行為発生件数
（中学校）
【第３期から設定】

5.05件
（R２） ー

6.7件以下
※コロナ禍以前の

最小値
（Ｈ29、Ｈ30）

支援が実施できなかった（12月時点）
児童数÷支援の必要な児童数
【出典：川崎市教育委員会調べ】

支援の必要な
児童に対する
支援の未実施率
（小学校） 

0％
（R2） 0% 0%
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・ヤングケアラーや子どもの貧困など、児童生徒を取り巻く環境は年々変化し、支援ニー
ズも複雑化・多様化しており、区役所の子育て支援・福祉関係部署等と連携した子ども
支援を進めます。
・ICTを活用した学習支援、ゆうゆう広場＊での体験活動、フリースクール等との連携な
ど、さまざまな取組を通して児童生徒の自己肯定感を高め、登校支援を行うとともに、
夜間学級＊での学び直しも含めて、一人ひとりのニーズに応じた教育の機会を確保し、社
会的な自立のための支援を行います。
・不登校児童生徒への支援の充実を図るため、ICT等を活用した学習支援や不登校特例
校＊について調査・研究を進めます。
・外国につながりのある児童生徒の学校生活への適応を支援するとともに、日本語指導
体制の充実を図るなど、一人ひとりに応じた支援を推進します。
・経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して就学援助＊を実施します。
また、経済的理由により修学が困難な高校生・大学生に対し、奨学金の支給・貸付を実
施します。

コラム 【支援教育コーディネーターとは】

　本市では、従来の特別支援教育コーディネーターの機能を拡充し、小学校では児童指
導や教育相談の機能を併せ持った児童支援活動の中核となる「児童支援コーディネー
ター」、中学校では教育相談の機能を併せ持ち、生徒指導担当と協働しながら、校内支
援体制の中核を担う「支援教育コーディネーター」など、校種や機能の違いにより異なる
名称を使用していましたが、本プランから「支援教育コーディネーター」という名称に統
一しました。
　今後は、多様化する教育的ニーズに適切に対応するため、これまで以上に小学校と中
学校の「支援教育コーディネーター」の連携を強化していくことが求められます。名称を
統一し、その役割を改めて各学校に周知・徹底するとともに、小・中学校のコーディネー
ターが密接に連携し、切れ目のない支援ができるよう取組を進めます。

　本市では、共生社会の形成に向け、「インクルーシブ教育システム＊」の構築に取り組
み、特別支援教育のさらなる充実を図るとともに、教育的ニーズのあるすべての児童生
徒を対象とした支援教育を推進しています。今後もすべての子どもが必要な教育的支
援を受け、できる限り同じ場で学ぶことを通じて、学習に参加している実感・達成感を
持ちながら、充実した時間を過ごす中で助け合い、支え合って生きていく力を身につけ
ることをめざします。

・「第２期川崎市特別支援教育推進計画＊」に基づき、発達障害を含めた特別支援教育の
対象である子どもへの支援を充実させ、さらに、障害の有無に関わらず、教育的ニーズ
のあるすべての子どもを対象に、一人ひとりに応じた適切な支援を行います。
・小学校の通級指導教室＊において、保護者の送迎負担や交通アクセス等の課題解消に
向けて、巡回による指導を段階的に導入します。
・医療的ケアを必要とする児童生徒の状況に応じた適切な支援を行います。
・小・中学校の特別支援学級に在籍する重度の障害のある児童生徒に対して、外部人材
を活用した介助支援人材を配置し、安定的な学級運営を図ります。
・特別支援学校卒業後の生徒それぞれの社会的自立に向けて、職業教育等を充実させる
とともに、関係機関との連携を強化し、就労支援の充実を図ります。
・市域内の特別支援学校の狭あい化解消に向け、特別支援学校の設置義務者＊である神
奈川県と連携しながら、良好な教育環境の確保に向けた取組を進めます。
・障害のある子どもの自立や社会参加の促進のほか、障害のない子どもにとっても、さま
ざまな人と助け合い支え合って生きていくことを学ぶ機会となるよう、特別支援学校
の居住地校交流など児童生徒の実態に応じた交流及び共同学習を推進します。
・いじめ・不登校の未然防止、早期発見・解決を図るため、「川崎市いじめ防止基本方針」
に基づく取組を進めるとともに、「かわさき共生＊共育プログラム」の実施、教育相談体
制の充実などを図ります。
・各学校において支援教育コーディネーター等を中心に、包括的な児童生徒の支援体制
を整備するとともに、さまざまな教育的ニーズに対応するため、スクールカウンセラー
による相談活動や、スクールソーシャルワーカーを通じた専門機関等との連携強化を図
ります。

施策１．共生社会の形成に向けた支援教育の推進
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・ヤングケアラーや子どもの貧困など、児童生徒を取り巻く環境は年々変化し、支援ニー
ズも複雑化・多様化しており、区役所の子育て支援・福祉関係部署等と連携した子ども
支援を進めます。
・ICTを活用した学習支援、ゆうゆう広場＊での体験活動、フリースクール等との連携な
ど、さまざまな取組を通して児童生徒の自己肯定感を高め、登校支援を行うとともに、
夜間学級＊での学び直しも含めて、一人ひとりのニーズに応じた教育の機会を確保し、社
会的な自立のための支援を行います。
・不登校児童生徒への支援の充実を図るため、ICT等を活用した学習支援や不登校特例
校＊について調査・研究を進めます。
・外国につながりのある児童生徒の学校生活への適応を支援するとともに、日本語指導
体制の充実を図るなど、一人ひとりに応じた支援を推進します。
・経済的理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して就学援助＊を実施します。
また、経済的理由により修学が困難な高校生・大学生に対し、奨学金の支給・貸付を実
施します。

コラム 【支援教育コーディネーターとは】

　本市では、従来の特別支援教育コーディネーターの機能を拡充し、小学校では児童指
導や教育相談の機能を併せ持った児童支援活動の中核となる「児童支援コーディネー
ター」、中学校では教育相談の機能を併せ持ち、生徒指導担当と協働しながら、校内支
援体制の中核を担う「支援教育コーディネーター」など、校種や機能の違いにより異なる
名称を使用していましたが、本プランから「支援教育コーディネーター」という名称に統
一しました。
　今後は、多様化する教育的ニーズに適切に対応するため、これまで以上に小学校と中
学校の「支援教育コーディネーター」の連携を強化していくことが求められます。名称を
統一し、その役割を改めて各学校に周知・徹底するとともに、小・中学校のコーディネー
ターが密接に連携し、切れ目のない支援ができるよう取組を進めます。
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●小・中学校の特別支援学級への介助支援人材の配置
配置校数:10校 ・学校の実情に応

じた継続配置

●社会的自立に向けた就労支援の実施
・高等部における
就労に向けた職業
教育の実施

・関係機関との連
携による支援の充
実

●福祉部門と連携した一人ひとりの教育的ニーズに応じた早期からの一貫した
　教育支援の実施

・福祉と連携した
教育支援の充実

継続実施

●一人ひとりの子どもの状況に応じた支援のための小・中・高等学校における
　特別支援教育サポーター＊の配置
R2配置回数:
21,092回

・特別支援教育サ
ポーターの配置

●児童生徒の実態に応じた交流及び共同学習の推進
・児童生徒の実態
に応じて各学校で
実施

継続実施

●特別支援学校の計画的な施設整備
○ 中央支援学校大戸分教室の増築
・基礎調査の実施 ・校舎等の設計・工

事
完成

○ 中央支援学校高等部分教室の整備
・基本計画の策定
及び学校化に向け
た検討

・校舎等の設計・工
事
・学校化に向けた
検討結果に基づく
取組の推進

校舎完成
（R８)〔2026〕

○ 受入枠拡充に向けた神奈川県との調整
・神奈川県との協
議の実施

・県立特別支援学
校新設に向けた取
組の推進

事業推進

コラム 【ヤングケアラーとは】

　法令上の定義はありませんが、一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族
の世話などを日常的に行っている子どもとされています。
　ヤングケアラーは、年齢や成長の度合いに見合わない重い責任や負担を負うことで、
本人の育ちや教育に影響があるといった課題がありますが、家庭内のデリケートな問題
であること、本人や家族に自覚がないといった理由から、支援が必要であっても表面化し
にくい構造となっています。
　ヤングケアラーに対しては、さまざまな分野が連携したアウトリーチによる支援が重
要であり、福祉・介護・医療・教育分野のさらなる連携が重要となります。

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●特別支援学校と通級指導教室のセンター的機能の強化による小・中学校への支援
・特別支援学校と
通級指導教室の担
当教員による各学
校の支援

継続実施 事業推進

●個別の指導計画の作成及び切れ目のない適切な引継ぎの促進
・指導計画作成と
サポートノートを
活用した引継ぎ

継続実施

●特別支援教育研修の実施による教員の専門性の向上
必修研修:19回
希望研修:10回

・特別支援教育研
修の実施

●医療的ケアを必要とする児童生徒への支援
・児童生徒の実情
に合わせた看護師
の派遣

継続実施

●小・中学校通級指導教室の充実
○ 通級指導教室の設置校における指導
小学校言語・情緒
関連:各区
中学校情緒関連:
市内３か所

・小・中学校通級指
導教室における指
導

○ 通級指導体制の充実
・通級指導体制の
充実に向けた巡回
方式の試行実施

・エリア拠点校の
設置と巡回方式に
よる通級指導体制
の充実

・知能・発達の検査
体制強化に向けた
検討

・検討結果に基づ
く取組の推進

★特別支援教育推進事業

「第2期特別支援教育推進計
画」に基づき、共生社会の形成
をめざした支援教育の推進
や、教育的ニーズに応じた多様
な学びの場の整備、小・中・高
等学校における支援体制の構
築、教職員の専門性の向上等
を図ります。

●長期入院・入所児童生徒への学習支援の実施
・長期入院・入所児
童生徒への指導者
配置

継続実施
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●小・中学校の特別支援学級への介助支援人材の配置
配置校数:10校 ・学校の実情に応

じた継続配置

●社会的自立に向けた就労支援の実施
・高等部における
就労に向けた職業
教育の実施

・関係機関との連
携による支援の充
実

●福祉部門と連携した一人ひとりの教育的ニーズに応じた早期からの一貫した
　教育支援の実施

・福祉と連携した
教育支援の充実

継続実施

●一人ひとりの子どもの状況に応じた支援のための小・中・高等学校における
　特別支援教育サポーター＊の配置
R2配置回数:
21,092回

・特別支援教育サ
ポーターの配置

●児童生徒の実態に応じた交流及び共同学習の推進
・児童生徒の実態
に応じて各学校で
実施

継続実施

●特別支援学校の計画的な施設整備
○ 中央支援学校大戸分教室の増築
・基礎調査の実施 ・校舎等の設計・工

事
完成

○ 中央支援学校高等部分教室の整備
・基本計画の策定
及び学校化に向け
た検討

・校舎等の設計・工
事
・学校化に向けた
検討結果に基づく
取組の推進

校舎完成
（R８)〔2026〕

○ 受入枠拡充に向けた神奈川県との調整
・神奈川県との協
議の実施

・県立特別支援学
校新設に向けた取
組の推進

事業推進
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

海外帰国・外国人児童
生徒相談・支援事業

●不登校児童生徒の社会的自立に向けた支援のための居場所としての「ゆうゆう広場」の運営
・市内6か所の運営 継続実施 事業推進

●子どもたちの目線により近い支援・相談のためのメンタルフレンド＊の配置・活用
配置:20名 ・メンタルフレンド

の配置・活用

●GIGA端末等を活用した長期欠席・不登校等の児童生徒への支援
・オンライン授業や
デジタル教材によ
る児童生徒への支
援

・端末活用等によ
る児童生徒への支
援の充実

●海外帰国・外国人児童生徒に対する教育相談の実施
・教育相談の実施 継続実施 事業推進

●初期段階の日本語学習と学校生活への適応支援
R2新たに日本語指
導初期支援員を配
置した児童生徒数:
168名

・日本語指導初期
支援員の配置

●不登校特例校など不登校支援の充実に向けた取組の推進
・不登校特例校な
ど不登校支援の充
実に向けた検討

・事例研究・ICT活
用の研究

・不登校特例校設
置可能性の検討

・検討結果を踏ま
えた取組の推進

●既卒者の学び直しを含む多様なニーズに対応する夜間学級の運営
○ 夜間学級の運営による一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実
・西中原中学校夜間
学級の運営

継続実施

○ 入学及び編入相談の充実
・希望者に対する入
学及び編入相談の
充実

継続実施

●特別の教育課程による日本語指導の実施
○ 国際教室の設置及び非常勤講師の配置
国際教室設置校数:
44校
巡回非常勤講師配
置校数:75校

・国際教室の設置
及び非常勤講師の
配置

○ 国際教室担当者等への研修の実施
研修の実施:４回 ・国際教室担当者

等への研修の実施

●多言語を用いた保護者等との円滑なコミュニケーション手段の確保
○ 通訳機器の配置
・通訳機器等、ICT
機器の活用

継続実施

○ 通訳・翻訳の充実
・通訳・翻訳支援業
務の外部委託

継続実施

●円滑な就学に向けた支援
○ 就学前の学校説明会「プレスクール＊」の開催
開催数:７回 ・プレスクールの開

催

○ 就学案内及び就学状況の把握による就学機会の確保
・就学案内及び就学
状況の把握

継続実施

★教育機会確保推進事業

不登校の児童生徒の居場所と
して「ゆうゆう広場」を運営し、
きめ細かな相談活動を通して、
状況の改善を図り、社会的自
立につなげるとともに、中学校
夜間学級の運営を行い、教育
の機会確保を図ります。

学校と関係機関が連携して、日
本語でのコミュニケーションに
不安がある児童生徒等の相
談・支援体制の整備を進めま
す。また、日本語指導初期支援
員を配置するとともに、特別の
教育課程による日本語指導体
制の充実を図ります。

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●多様な相談機能の提供
・24時間電話相談
・教育相談室の運
営
・不登校児童生徒
へのICTを活用し
た学習保障

・多様な相談機能
による相談支援の
実施

★児童生徒支援・相談事業 ●支援教育コーディネーターを中心とした児童生徒支援の推進
○ 支援教育コーディネーターの配置
小学校:全校
中学校:41校

小学校:全校
中学校:全校

小学校:全校
中学校:全校

小学校:全校
中学校:全校

小学校:全校
中学校:全校

事業推進

○ コーディネーターのスキルアップに向けた研修の実施
研修の実施:８回 ・研修の実施

●スクールカウンセラー・学校巡回カウンセラーを活用した専門的相談支援の充実
○ スクールカウンセラーの配置
・全中学校・高等学
校への配置

・カウンセラーによ
る専門的支援の充
実

○ 学校巡回カウンセラーの派遣
・全小学校、特別支
援学校への要請派
遣

・小学校、特別支援
学校への定期派遣
の推進

●スクールソーシャルワーカーによる学校・家庭等への支援及び関係機関との連携強化
配置:8名

・各学校への要請
訪問と巡回型によ
る支援に向けた検
討・試行

配置:11名

・各学校への要請
訪問と巡回派遣に
よる支援の充実

配置:12名 配置:13名 配置:14名

●各学校における「かわさき共生＊共育プログラム」の推進
○ 各学校における授業の実施
・年間６時間（標
準）の授業の実施

継続実施 事業推進

○ 担当者研修の実施
研修の実施:年２回 ・担当者研修の実

施

○ ICTを活用したエクササイズと効果測定の検証
・研究協力校での
ICTを活用したエ
クササイズと効果
測定の検証

・各学校でのICTを
活用したエクササ
イズと効果測定実
施の支援

○ エクササイズ集を活用した取組の実施
・GIGA端末に対応
したエクササイズ
集の見直し

・エクササイズ集を
活用した取組の実
施

共生・共育推進事業

豊かな人間関係を育む「かわさ
き共生＊共育プログラム」を実
践し、いじめ・不登校の未然防
止等を図ります。また、プログ
ラムの「効果測定＊」の活用によ
り、子どもへの理解を深め、児
童生徒指導の充実を図りま
す。

不登校やいじめの問題への対
応とともに、子どもたちの豊か
な心を育むため、支援教育コー
ディネーターやスクールカウン
セラー等を配置し、活用を図り
ます。また、子どもが置かれて
いる環境の調整を行うスクー
ルソーシャルワーカーを各区に
配置し、関係機関との連携に
より児童生徒の抱える課題の
解決を支援します。
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事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

海外帰国・外国人児童
生徒相談・支援事業

●不登校児童生徒の社会的自立に向けた支援のための居場所としての「ゆうゆう広場」の運営
・市内6か所の運営 継続実施 事業推進

●子どもたちの目線により近い支援・相談のためのメンタルフレンド＊の配置・活用
配置:20名 ・メンタルフレンド

の配置・活用

●GIGA端末等を活用した長期欠席・不登校等の児童生徒への支援
・オンライン授業や
デジタル教材によ
る児童生徒への支
援

・端末活用等によ
る児童生徒への支
援の充実

●海外帰国・外国人児童生徒に対する教育相談の実施
・教育相談の実施 継続実施 事業推進

●初期段階の日本語学習と学校生活への適応支援
R2新たに日本語指
導初期支援員を配
置した児童生徒数:
168名

・日本語指導初期
支援員の配置

●不登校特例校など不登校支援の充実に向けた取組の推進
・不登校特例校な
ど不登校支援の充
実に向けた検討

・事例研究・ICT活
用の研究

・不登校特例校設
置可能性の検討

・検討結果を踏ま
えた取組の推進

●既卒者の学び直しを含む多様なニーズに対応する夜間学級の運営
○ 夜間学級の運営による一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援の充実
・西中原中学校夜間
学級の運営

継続実施

○ 入学及び編入相談の充実
・希望者に対する入
学及び編入相談の
充実

継続実施

●特別の教育課程による日本語指導の実施
○ 国際教室の設置及び非常勤講師の配置
国際教室設置校数:
44校
巡回非常勤講師配
置校数:75校

・国際教室の設置
及び非常勤講師の
配置

○ 国際教室担当者等への研修の実施
研修の実施:４回 ・国際教室担当者

等への研修の実施

●多言語を用いた保護者等との円滑なコミュニケーション手段の確保
○ 通訳機器の配置
・通訳機器等、ICT
機器の活用

継続実施

○ 通訳・翻訳の充実
・通訳・翻訳支援業
務の外部委託

継続実施

●円滑な就学に向けた支援
○ 就学前の学校説明会「プレスクール＊」の開催
開催数:７回 ・プレスクールの開

催

○ 就学案内及び就学状況の把握による就学機会の確保
・就学案内及び就学
状況の把握

継続実施

★教育機会確保推進事業

不登校の児童生徒の居場所と
して「ゆうゆう広場」を運営し、
きめ細かな相談活動を通して、
状況の改善を図り、社会的自
立につなげるとともに、中学校
夜間学級の運営を行い、教育
の機会確保を図ります。

学校と関係機関が連携して、日
本語でのコミュニケーションに
不安がある児童生徒等の相
談・支援体制の整備を進めま
す。また、日本語指導初期支援
員を配置するとともに、特別の
教育課程による日本語指導体
制の充実を図ります。
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基本政策Ⅳ 良好な教育環境を整備する 
　子どもたちが安全・安心で快適な環境の中でいきいきと学び、活動できるよう、子ど
もたちが自ら事故や災害から身を守るための能力を身につける安全教育を推進すると
ともに、学校内や通学路の環境整備に努め、児童生徒の安全を確保します。
　また、学校施設の計画的な再生整備や予防保全による教育環境の改善と長寿命化、
さらに、トイレの快適化や施設のバリアフリー化のほか、地域の避難所でもある学校
施設の防災機能の強化を図るとともに、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員
定数の標準に関する法律（以下、義務標準法という。）」の改正に伴う35人学級の実施や
児童生徒の増加への対応を的確に行い、良好な教育環境を確保します。

　昨今、登下校時に犯罪に巻き込まれる事件や交通事故、東日本大震災に見られるよう
な地震や津波、大型台風や集中豪雨による水害などの自然災害等が各地で起きていま
す。そのような状況の中、子どもたちの自他の生命を尊重し、生涯にわたって安全に
日々の生活を送るための基礎を培うとともに、安全で安心な社会づくりに貢献できる
ような態度を育てることが求められています。そのためにも、学校教育活動全体を通じ
て、安全に関する教育を組織的に推進し、さらに、地域社会や家庭との連携をとりなが
ら学校安全の推進を図ることが必要です。
　交通事故については、小学校低学年が事故に遭う件数が多くなっており、自転車走
行中や歩行中の事故が多くなっています。このような状況下において、子どもの交通事
故を防止するためには、交通ルールを学ぶ教育の充実を図ることはもとより、子どもが
安心して登下校できるよう通学路の安全確保に向けた取組が必要です。
　学校施設については、本市が保有する施設全体の約７割が築年数20年以上を経過し
ており【図表１0】、今後も引き続き、「学校施設長期保全計画」に基づき、計画的に予防
保全を実施するとともに、再生整備による老朽化対策、質的向上、環境対策を実施し、
教育環境の改善を図りながら、長寿命化を進めていくことが必要です。あわせて、令和
３（2021）年４月に改正された国の「公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施
設整備基本方針＊」では、老朽化対策とともに、自然災害や感染症などから児童生徒等
を守るため、防災機能の強化や衛生環境の改善による安全・安心な教育環境の確保が
不可欠であるとされているほか、バリアフリー法＊も改正されたところであり、これらに
対応した取組が必要となっています。また、「川崎市地域防災計画＊」において、学校施
設は避難所・地域防災拠点として指定されていることから、防災機能の強化を図ってい
く必要があります。

○ 現状と課題 ○ 

事務事業名
現状 事業内容・目標

令和3（2021）
年度

令和4（2022）
年度

令和5（2023）
年度

令和6（2024）
年度

令和7（2025）
年度

令和8（2026）
年度以降

●特別支援教育就学奨励費の支給による支援
・円滑な支給 継続実施

●高等学校奨学金の支給及び大学奨学金の貸付による支援
・円滑な支給・貸付 継続実施

●就学事務システムによる就学事務の円滑な実施
・就学事務の実施 継続実施

●確実な就学援助費の支給による支援
○ 新入学児童生徒学用品費の入学前支給
・入学前の学用品
費の迅速な支給

継続実施 事業推進

○ 就学援助システム＊を活用した円滑な認定及び支給の実施
・システムを活用し
た迅速な認定及び
支給

継続実施

就学等支援事業

就学援助費や特別支援教育就
学奨励費、高等学校奨学金な
ど、経済的支援を行うととも
に、法令等に基づく、就学事務
を適正に執行します。




